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平成２１年度公共事業再評価項目表  
 
事業主体    新潟県 事業名  街路事業（離島） 
事業箇所   佐渡市窪田～佐渡市沢根地内 路線名  都市計画道路 3･4･8号窪田沢根線 

 
１ 事業の概要  
① 事業の目的・効果・必要性等 

  当該路線は、佐和田地区の中心市街地と住宅地区とを連絡し、相川地区～国道350号線、相川地区～

小佐渡・小木航路を結ぶ佐渡地域の幹線ネットワークの形成を担う主要な幹線道路であり、生活基盤

を支える重要な路線である。 
  当該工区は、窪田及び沢根地区の住宅密集地域にあり、交通事故や住宅火災、災害等発生に伴う交

通障害箇所となっており、また近年の交通量の増加に伴い、沿線住民の生活に支障をきたしている。

このことから、当該事業では佐和田地区～相川地区を連携する代替路線を確保し、地域住民の安全

で安心な通行の確保に寄与できるものである。 

②事業内容  
バイパス整備 L=3310m 

橋梁工    N=3橋 

③残事業内容  
バイパス整備 L=1870m 

橋梁工    N=2橋 

④総事業費  
   ４，４６５百万円［１，６００百万円］

⑦進捗率（事業費ベース）  
 48.4%（＝2,162/4,465）  

⑤執行済事業費  
   ２，１６２百万円  

⑧現在の費用対効果(B/C)〔基準年 Ｈ21年〕  
全体事業：B/C=2.7(121.1/44.9) 

残 事 業：B/C=4.2(68.0/16.1) 

⑥Ｈ21年度以降残事業費  
   ２，３０３百万円  

⑨従前の費用対効果(B/C)〔基準年 Ｈ11年〕  
  B/C=2.0(27.7/13.8)（当初）  

⑩便益の内訳 

（残事業） 

  時間短縮便益    ３，８０７百万円 

            ［２，７７４百万円］ 

 走行経費減少便益     ４１３百万円 

            ［    ０百万円］ 

 交通事故減少便益     ３１５百万円 

            ［    ０百万円］ 

  その他便益     ２，２６５百万円 

           ［   － 百万円］ 

（その他便益内訳） 

    休日便益       １，８４６百万円 

［  －  百万円］ 

冬期便益         ４１９百万円 

［  －  百万円］ 

災害便益           ０百万円 

［  －  百万円］ 

⑪費用の内訳 

（残事業） 
  総費用        １,６１０百万円 
             ［１,３７８百万円］ 

  

  事業費       １,６０４百万円 

             ［１,２６２百万円］ 

  維持管理費          ６百万円 

             ［  １１６百万円］ 

 

※ ④、⑩、⑪の[   ]内は「当初」又は「直近の計画変更」の際の数値 

※ 総事業費：事業に必要な調査設計費、用地買収費、工事費、事務的経費等の総額 

※ 総 費 用：総事業費に維持管理費(下水道事業は更新費用も含む)を加え、その金額を現在価値化したもの 
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２ 評価の視点  
⑫事業の進捗が遅れている理由（遅れを取り戻す工夫や取組状況も併せて記載のこと） 

  当初地元との調整において、第１期工区（窪田工区）で事業認可を受け、その後の工区延伸となる

第２期工区（沢根工区）に着手したことから工期が延伸した。窪田工区は既に供用しており事業効果

を発揮している。引き続き沢根工区の事業進捗に努めたい。 

⑬事業を継続することにより発揮される効果  
・ 行政の中核地域である相川地区から、佐渡市の拠点地域となる金井・佐和田地区への重要なアクセ

ス路としてネットワークが強化される。 
 
 
 
⑭便益として貨幣換算していないが、事業により見込まれる効果 

・ 住宅密集地を通過する交通が排除され、沿線の歩行者・自転車の安全向上が期待される。 

・ 緊急輸送道路としての機能が強化される。 

・ 現道を迂回するバイパスを整備することで沢根地区の古い町並みの活用が期待できる。 

※付近には史跡「鶴子(つるし)銀山跡」があり、世界遺産の登録に向け佐渡市では、この地域一帯

を「重要文化的景観」として位置づけし、町並みを保全する計画がある。 

 

 

⑮社会経済情勢の変化 

・平成17年度に供用している窪田工区においては、浜辺への利用が容易となり、水辺に親しめる空間

が出現し、ジョギングや散歩など様々な利用が増え、さらに国際トライアスロンの自転車コースとし

て利用されるなど、安全な歩行空間の創出や佐渡の観光振興に寄与している。 

 

⑯Ｂ/Ｃの変化の要因（需要予測等の変化、全体事業費の変化要因について記載） 

 事業採択時：平成11年度道路交通センサスを基に平成42年の将来交通量は、68百台/日 

 最新データ：平成17年度道路交通センサスを基に平成42年の将来交通量は、63百台/日 

・ 全体的な需要量は減少しているものの、市街地部である当計画区間の減少は少ない。 

・ マニュアルの改訂により時間短縮効果の評価が下がったものの、新たに冬期および休日の影響も考

慮したことから変化は少ない。 

⑰コスト縮減、代替案の可能性 

・盛土材を他事業から発生した残土を転用するなど、資源の有効利用とコスト縮減に努めている。 

・都市計画決定されているため代替案による法線等の見直しは考えていない。 

 

⑱関係機関等の意向、関連事業と調整状況 等 

佐渡市「新市建設計画」の骨格をなす幹線道路として、事業促進が望まれている。 

３ 今後の実施方針（案）   ※今後の見通しを併せて記載のこと  

・今後は計画的な事業進捗を進め、平成２０年代中頃の全線供用を目指す。 
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４ 経緯                                       

 区   分  当初(H12) 計画変更(H17)    
 工   期  H12～H17 H12～H25   
 総事業費  16億円 36億円   
 事業内容  バイパス整備 

L=1.44km 
バイパス整備 
      L=3.31km
窪田工区L=1.44km
沢根工区L=1.87km

  

 費用対効果  
 (B/C) 

 B/C=2.01 
（=27.7/13.8）  

窪田工区 

B/C=2.01 
（=27.7/13.8） 

沢根工区 

B/C=3.0 

(=58.9/19.4)  

  
 

 

【参考資料：追加便益について】  

１． 冬期の交通状況を考慮した効果について 

降雪を要因とする速度低下と、積雪を要因とする速度低下の、２つの組み合わせで表現 

し、整備の有無による通常期と冬期の事業区間の通過時間差の差分を追加便益として上乗 

せするもの。 

※ 使用データ：秋期・冬期交通センサス 新潟地方気象台観測データ 

 

２．休日の観光交通を考慮した効果について 

 観光目的の交通量が増大するなど、休日の交通状況が、平日の交通状況と大きく異なる 

場合において、休日の便益を上乗せするもの。 

 ただし、ある観光施設などにおける、施設利用者数（利用台数）、方面別の利用者数（ 

利用台数）、当該路線を利用して施設を利用する人数（利用台数）等のデータが入手の可 

否が採用の前提となる。 

 求められた観光交通量は、期間を定め、平日交通量に上乗せして便益を算出している。 

 

３． 災害等における通行止めを考慮した効果について 

近隣に代替道路が存在しない地域において、災害等の発生により、通行止めを強いられ、

この通行止めにより要した迂回時間を「時間的損失」と捉え、上乗せするもの。 

また、過去１０箇年に、事業区間において災害復旧費または災害防除費を要した場合は、

時間的損失に災害復旧・防除費も上乗せする。 

※ 当路線は長期間の通行止めの事例に関して確認がとれないことから、本年度の再評

価においては採用しない。 
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バイパス供用後状況 
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平成２１年度再評価実施後５年経過した事業箇所の再評価項目表 
 

 

事業主体 新潟県 事業名 広域河川改修事業 

事業箇所 燕市大川津～長岡市大黒町地内 河川名 一級河川信濃川水系猿橋川 

 

１ 事業の概要 

① 事業の目的・効果・必要性等 

 信濃川水系猿橋川は、長岡市東部の東山丘陵に源を発し、大河津分水路の洗堰直下で信濃川右岸

に合流する流域面積 70.1km2、流路延長 20.7km の一級河川である。 

流域では、河道が狭小なため洪水被害が頻発しており、特に平成 16 年 7 月 13 日の梅雨前線豪雨

による洪水では、浸水面積 1,714ha、床上浸水 147 棟、床下浸水 592 棟の甚大な被害が発生した。

このことから、信濃川合流点から長岡市大黒町までの 15,800ｍについて、昭和 40 年から着手し、

浸水被害の解消を図っているところであり、本事業を完成させることにより、治水安全度 1/10 の

計画流量 120～140m3/s を安全に流下させ、平成 16 年 7 月洪水と同規模の出水に対し、信濃川右岸

の長岡市市街地を守り、浸水被害の解消を図ることができる。 

② 事業内容 ③ 残事業内容 

 延長 15,800ｍ 

 築堤工   335,000m3 

 掘削工  1,148,000m3 

 護岸工   117,000m2 

 道路橋       26 橋 

 ガス水道橋    3 橋 

 ＪＲ橋      1 橋 

 サイフォン    4 基 

 堰        1 基 

 

着手前40～30m3/sから計画140～120m3/sへの

改修（1/2 規模以下から 1/10 規模への改修） 

 延長  3,000ｍ 

 掘削工     65,000m3 

旧川処理     1 式 

 

※ 延長 12,800ｍは完了 

※ 附帯構造物の改築はすべて完了 

 

④ 総事業費 ⑦ 進捗率（事業費ベース） 

 17,447 百万円 

［19,338 百万円］ 

 97.8% 

（=17,067 百万円/17,447 百万円） 

⑤ 執行済事業費 ⑧ 現在の費用対効果(B/C)〔基準年 Ｈ21 年〕 

 17,067 百万円 

［16,848 百万円］ 

 B/C=3.0 

（=154,706 百万円/51,829 百万円） 

⑥ Ｈ21 年度以降残事業費 ⑨ 従前の費用対効果(B/C)〔基準年 Ｈ19 年〕 

 380 百万円 

［ 2,490 百万円］ 

 B/C=1.99 

（= 97,197 百万円/48,798 百万円） 

⑩ 便益の内訳 ⑪ 費用の内訳 

 被害防止便益      154,579 百万円 

［ 97,116 百万円］ 

残存価値            127 百万円 

［     81 百万円］ 

 

 

 

 

 

 建設費用         47,140 百万円 

［ 43,538 百万円］ 

維持管理費用        4,689 百万円 

［  5,260 百万円］ 

 

※④～⑥、⑩、⑪の［  ］内は、前回再評価時の数値 

※総事業費 ：事業に必要な調査設計費、用地買収費、工事費、事務的経費等の総額 

※総費用(C)：総事業費に維持管理費(下水道事業は更新費用も含む)を加えその金額を現在価値化したもの
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２ 評価の視点 

⑫ 事業の進捗が遅れている理由（前回評価時からの変化、遅れを取戻す工夫や取組状況も併せて記載）

前回評価時に計画した実施内容のうち、旧川処理については、関係機関との協議に時間を要し平成

25 年度までかかる見込みとなったが、河道工事については予定どおり平成 21 年度内に概ね完成させる

予定である。 

 

⑬ 事業を継続することにより発揮される効果（前回評価時からの変化についても記載） 

昭和 40 年から事業に着手しているものの、ネックの堰や橋りょう等の改築に多大な事業費と事業期

間を要し、いまだ 1/10 規模の河積確保が図られていない。流域では、事業途中においても、昭和 53

年 6 月、昭和 63 年 7 月、平成 7年 7 月、平成 7年 8 月、平成 16 年 7 月と洪水被害が頻発している。 

上流では、他事業（住宅市街地基盤整備事業、災害復旧助成事業）で 1/10 規模の整備が進んでおり、

上下流バランスを図るためにも、今後も事業を継続し、治水安全度 1/10 の計画流量 120～140m3/s を

安全に流下させ、平成 16 年 7 月洪水と同規模の出水に対し、浸水被害の解消を図る必要がある。 

⑭ 便益として貨幣換算していないが、事業により見込まれる効果 

・ 人命等の人的被害を防ぐ人身被害抑止効果 

・ 浸水した世帯の家事労働、余暇活動等の平時の活動阻害を防ぐ稼働被害抑止効果 

・ 交通途絶等による波及被害抑止効果 

・ 人身被害や資産被害等による精神的被害抑止効果 

本事業は、信濃川右岸の長岡市市街地が氾濫原となっているため、事業により被害を防止し得る資

産被害額は大きく、これら貨幣換算していない効果も大きな便益と考えられる。 

⑮ 社会経済情勢の変化（前回評価時からの変化についても記載） 

 平成 19 年に特例市となった長岡市は人口・世帯数がほぼ横ばいで推移しているものの、本事業の流

域は、高速道路や主要鉄道があることにより、長岡市内でも商業・工業・観光の面から発展が期待さ

れる地域であり、国道８号バイパスを外郭とした土地開発も進んでいることから、本事業の必要性・

重要性は増している。 

また、新潟県内では局所的な集中豪雨が多発し、近年は甚大な被害が発生しているため、治水事業

の重要性は高まっている。 

（近年の県内水害発生状況） 

・ H16.7.13（主に中越地方） 死者 15 名、床上・床下浸水 20,787 棟、被害額 2,125 億円 

・ H17.6.28（主に中越地方） 死者  1 名、床上・床下浸水    710 棟、被害額   114 億円 

・ H17.8.11（主に下越地方） 死者  1 名、床上・床下浸水  1,396 棟、被害額   103 億円 

⑯ Ｂ/Ｃの変化の要因（前回評価時からの需要予測等の変化、全体事業費の変化要因について記載） 

新たに氾濫解析を行い、氾濫原の資産を最新のデータに見直した結果、本事業においては宅地開発

が進んだため、総便益（Ｂ）が増加した。 

また、事業完了目前となり旧川処理等の残事業を精査した結果、全体事業費を減額した。 

 

⑰ コスト縮減、代替案の可能性（前回評価時からの変化についても記載） 

平成 25 年度に事業完了を予定していることから、代替案による見直しは考えていない。 

なお、事業実施にあたっては、今後も掘削残土の転用や旧川処理等について、資源の有効活用や一

層のコスト縮減に努めたい。 

 

⑱ 関係機関等の意向、関連事業との調整状況等（前回評価時からの変化についても記載） 

 「猿橋川改修促進期成同盟会」が結成されており、地元からの改修要望は強い。また、他事業（住

宅市街地基盤整備事業、災害復旧助成事業）と調整し平成 21 年度に完了する予定で河道工事を進めて

おり、大きな問題はない。 

 

３ 今後の実施方針（案）  ※今後の見通しを併せて記載のこと 

いまだ 1/10 規模の河積確保が図られていないため、来年度以降も事業を継続し、平成 25 年度まで

に事業を完了させたい。 
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４ 経緯 

区分 当初(Ｓ40) 
前回再評価(Ｈ19) 

計画変更 

今回(Ｈ21) 

計画変更 

工期 Ｓ40～ Ｓ40～Ｈ21 Ｓ40～Ｈ25 

総事業費 26,500 百万円 19,338 百万円 17,447 百万円 

事業内容 延長 15,800ｍ 

築堤工 480,000m2 

掘削工 1,422,000m3 

護岸工 638,000m2 

道路橋 30 橋 

ガス水道橋 3橋 

ＪＲ橋 1橋 

サイフォン 5基 

堰 1 基 

 

計画 190～220m3/s 

(1/100 規模)への改修 

延長 15,800ｍ 

築堤工 335,000m3 

掘削工 1,148,000m3 

護岸工 117,000m2 

道路橋 26 橋 

ガス水道橋 3橋 

ＪＲ橋 1橋 

サイフォン 4基 

堰 1 基 

 

計画 120～140m3/s 

(1/10 規模)への改修 

延長 15,800ｍ 

築堤工 335,000m3 

掘削工 1,148,000m3 

護岸工 117,000m2 

道路橋 26 橋 

ガス水道橋 3橋 

ＪＲ橋 1橋 

サイフォン 4基 

堰 1 基 

 

計画 120～140m3/s 

(1/10 規模)への改修 

費用対効果 

（B/C） 

B/C=－ 

(=－/－) 

B/C=1.99 

(=97,197/48,798) 

B/C=3.0 

(=154,706/51,829) 
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P
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H16.7.13出水

浸水面積 A=1,714ha
床上浸水 147棟
床下浸水 592棟

将来計画 L=15,800ｍ（1/100規模）

短期目標 L=3,000ｍ（1/10規模）事業完了

Ｈ19年度まで

Ｈ20年度まで

Ｈ21年度

Ｈ22年度以降

浸水実績

他事業

中期目標 なし（H25完了予定のため）

 
※ 附帯構造物の改築は、すべて完了 

 

 

 

将来計画 

・ 治水安全度 1/100 規模（190～220m3/s）の全川改修 

 

全体計画（事業目的） 

・ 治水安全度 1/10 規模（120～140m3/s）の全川改修 

 

中期目標（将来 10～15 年後） 

・ なし（平成 25 年度完了予定のため） 

 

短期目標（およそ 5年後） 

・ 治水安全度 1/10 規模（120～140m3/s）の残事業区間（3.0km）改修 

・ 事業完了 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 16 年 7 月洪水時の浸水状況 

（事業区間上流） 

平成 16 年 7 月洪水時の浸水状況 

（猿橋上空） 
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平成２１年度再評価実施後５年経過した事業箇所の再評価項目表 
 

 

事業主体 新潟県 事業名 広域河川改修事業 

事業箇所 長岡市下山町～不動沢地内 河川名 一級河川信濃川水系渋海川 

 

１ 事業の概要 

① 事業の目的・効果・必要性等 

 信濃川水系渋海川は、長野県との境界に位置する十日町市浦田の三方岳に源を発し、長岡市の長

生橋上流で信濃川左岸に合流する流域面積 327.7km2、流路延長 80.2km の一級河川である。 

流域では、河道が狭小なため洪水被害が頻発しており、特に昭和 53 年 6 月 26 日の梅雨前線豪雨

による洪水では、5 箇所の溢水・破堤が生じ、浸水面積 496ha、全壊流出 2 棟、床上浸水 831 棟、

床下浸水 53 棟の甚大な被害が発生した。 

このことから、信濃川合流点から長岡市不動沢までの 11,200ｍについて、昭和 54 年から着手し、

浸水被害の解消を図っているところであり、本事業を完成させることにより、治水安全度 1/30 の

計画流量 1,200m3/s を安全に流下させ、昭和 53 年 6 月洪水と同規模の出水に対し、信濃川左岸の

長岡市市街地を守り、浸水被害の解消を図ることができる。 

② 事業内容 ③ 残事業内容 

 延長 11,200ｍ 

 築堤工   596,000m3 

 掘削工  2,983,000m3 

 護岸工    43,300m2 

 道路橋       5 橋 

 堰        3 基 

 サイフォン    1 式 

 

着手前 300m3/s から計画 1,200m3/s への改修 

（1/5 規模以下から 1/30 規模への改修） 

 延長 11,200ｍ 

 築堤工   262,000m3 

 掘削工  2,340,000m3 

 護岸工    19,400m2 

 道路橋       2 橋 

サイフォン    1 式 

 

 

※ 暫定改修により、全川 800m3/s(1/10 規模)

は確保 

④ 総事業費 ⑦ 進捗率（事業費ベース） 

 24,500 百万円 

［24,500 百万円］ 

 42.5% 

（=10,419 百万円/24,500 百万円） 

⑤ 執行済事業費 ⑧ 現在の費用対効果(B/C)〔基準年 Ｈ21 年〕 

 10,419 百万円 

［10,169 百万円］ 

 B/C=50.2 

（=1,583,612 百万円/31,517 百万円） 

⑥ Ｈ21 年度以降残事業費 ⑨ 従前の費用対効果(B/C)〔基準年 Ｈ19 年〕 

 14,081 百万円 

［14,331 百万円］ 

 B/C= 2.05 

（= 63,927 百万円/31,183 百万円） 

⑩ 便益の内訳 ⑪ 費用の内訳 

 被害防止便益     1,583,471 百万円 

［   63,773 百万円］ 

残存価値           141 百万円 

［   154 百万円］ 

 

 

 

 

 

 

 建設費用         28,199 百万円 

［   27,852 百万円］ 

維持管理費用        3,318 百万円 

［    3,331 百万円］ 

 

※④～⑥、⑩、⑪の［  ］内は、前回再評価時の数値 

※総事業費 ：事業に必要な調査設計費、用地買収費、工事費、事務的経費等の総額 

※総費用(C)：総事業費に維持管理費(下水道事業は更新費用も含む)を加えその金額を現在価値化したもの
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２ 評価の視点 

⑫ 事業の進捗が遅れている理由（前回評価時からの変化、遅れを取戻す工夫や取組状況も併せて記載）

県内河川改修事業で選択と集中を行っているなか、本事業は重点化して実施しているため、前回評

価時から進捗に遅れはない。 

 

⑬ 事業を継続することにより発揮される効果（前回評価時からの変化についても記載） 

平成 13 年度までに、昭和 53 年 6 月洪水の実績流量 800m3/s での暫定施工を行い、治水安全度 1/10

を確保したが、昭和 53 年 6 月洪水が破堤しなかった場合の流量 1,200m3/s に対して、今現在でも安全

に流下できる河川とはなっておらず、十分安全な河川とはいえない。実際に、平成 17 年 6 月 28 日の

洪水では浸水面積 58ha、床上浸水 11 棟、床下浸水 9棟の被害が発生し、長岡市越路地域の十楽寺、中

島、本条、白山地区に避難勧告が発令される事態となっている。 

今後も事業を継続し、治水安全度 1/30 の計画流量 1,200m3/s を安全に流下させ、昭和 53 年 6 月洪

水と同規模の出水に対し、浸水被害の解消を図る必要がある。 

⑭ 便益として貨幣換算していないが、事業により見込まれる効果 

・ 人命等の人的被害を防ぐ人身被害抑止効果 

・ 浸水した世帯の家事労働、余暇活動等の平時の活動阻害を防ぐ稼働被害抑止効果 

・ 交通途絶等による波及被害抑止効果 

・ 人身被害や資産被害等による精神的被害抑止効果 

本事業は、信濃川左岸の長岡市市街地が氾濫原となっているため、事業により被害を防止し得る資

産被害額は大きく、これら貨幣換算していない効果も大きな便益と考えられる。 

⑮ 社会経済情勢の変化（前回評価時からの変化についても記載） 

 平成 19 年に特例市となった長岡市は人口・世帯数がほぼ横ばいで推移しているものの、本事業の流

域は、高速道路や主要鉄道があることにより、長岡市内でも商業・工業・観光の面から発展が期待さ

れる地域であり、長岡東西道路を中心とした信濃川左岸地区の宅地開発も進んでいることから、本事

業の必要性・重要性は増している。 

 また、新潟県内では局所的な集中豪雨が多発し、近年は甚大な被害が発生しているため、治水事業

の重要性は高まっている。 

（近年の県内水害発生状況） 

・ H16.7.13（主に中越地方） 死者 15 名、床上・床下浸水 20,787 棟、被害額 2,125 億円 

・ H17.6.28（主に中越地方） 死者  1 名、床上・床下浸水    710 棟、被害額   114 億円 

・ H17.8.11（主に下越地方） 死者  1 名、床上・床下浸水  1,396 棟、被害額   103 億円 

⑯ Ｂ/Ｃの変化の要因（前回評価時からの需要予測等の変化、全体事業費の変化要因について記載） 

新たに氾濫解析を行い、氾濫原の資産を最新のデータに見直した結果、本事業においては宅地開発

が進み破堤による被害を考慮したため、総便益（Ｂ）が大幅に増加した。 

 

⑰ コスト縮減、代替案の可能性（前回評価時からの変化についても記載） 

事業用地の取得がほぼ完了しており、今年度内に河川整備計画が策定される予定であることから、

代替案による見直しは考えていない。 

なお、事業実施にあたっては、1/30 規模（1,200m3/s）の計画に対し、暫定 1/10 規模（800m3/s）で

の整備を進めてきており、今後も掘削残土を東西道路の盛土材に転用する等、資源の有効活用やコス

ト縮減、事業効果の早期発現に努めたい。 

⑱ 関係機関等の意向、関連事業との調整状況等（前回評価時からの変化についても記載） 

 沿川住民からなる「渋海川改修促進期成同盟会」が今年度結成され、事業促進の要望は強い。また、

長岡東西道路等の関連事業との調整に大きな問題はなく、今後も着実な事業進捗が見込まれる。 

 

３ 今後の実施方針（案）  ※今後の見通しを併せて記載のこと 

平成 13 年度に暫定 1/10 規模（800m3/s）を確保した後は、1/30 規模（1,200m3/s）の計画に必要な

ネックとなっている附帯構造物（橋りょう等）の架替に時間を要した。長年河道工事を行っていない

ため、住民の要望は大きく、現在施工中の市道飯塚橋架替後は、早期に 1/30 規模（1,200m3/s）で下

流から河道工事に着手することとし、来年度以降も事業を継続することとしたい。 
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４ 経緯 

区分 当初(Ｓ54) 
前回再評価(Ｈ19) 

計画変更 
今回(Ｈ21) 

工期 Ｓ54～ Ｓ54～Ｈ50 Ｓ54～Ｈ50 

総事業費 28,800 百万円 24,500 百万円 24,500 百万円 

事業内容 延長 11,200ｍ 

築堤工 

掘削工 

護岸工 

道路橋 7橋 

鉄道橋 1橋 

堰 3 基 

サイフォン 1式 

 

計画 1,600m3/s(1/70 規模)

への改修 

延長 11,200ｍ 

築堤工 596,000m3 

掘削工 2,983,000m3 

護岸工 43,300m2 

道路橋 5橋 

堰 3 基 

サイフォン 1式 

 

 

計画 1,200m3/s(1/30 規模)

への改修 

延長 11,200ｍ 

築堤工 596,000m3 

掘削工 2,983,000m3 

護岸工 43,300m2 

道路橋 5橋 

堰 3 基 

サイフォン 1式 

 

 

計画 1,200m3/s(1/30 規模)

への改修 

費用対効果 

（B/C） 

B/C=－ 

(=－/－) 

B/C=2.05 

(=63,927/31,183) 

B/C=50.2 

(=1,583,612/31,517) 
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顕聖寺住宅団地造成

H13～（A=4.0ha）

サ

イ

フ

ォ

ン

全体(将来)計画  L=920ｍ（1/10規模）

H7.7.11出水

浸水面積0.1ha

浸水家屋 2戸

新

市

道

橋

横川団地造成（民間）

A=0.8ha（H6～H8）

水

管

橋

水

管

橋
③

ほ

く

ほ

く

線

保

倉

川

①
②

①

短期目標  L=210ｍ

中期目標  L=590ｍ

Ｈ19年度まで

Ｈ20年度まで

Ｈ21年度

Ｈ22年度以降

浸水実績

他事業

 ①　　②
(国)　(市)
 柿　　歩
 野　　道
 川　　橋
 橋

 ③
(市)
 石
 川
 橋

 
   

  

 

     

全体(将来)計画（事業目的） 

・ 治水安全度 1/10 規模（35m3/s）の全川改修 

 

中期目標（将来 10～15 年後） 

・ 治水安全度 1/10 規模（35m3/s）の全川改修 

・ 事業完了 

 

短期目標（およそ 5年後） 

・ 治水安全度 1/10 規模（35m3/s）の浸水実績箇所（下流 0.55km 付近）までの改修 

・ ネック部となっている附帯構造物の改築の完了 

 

 

 

   
 

 平成 7年 7 月洪水時の出水状況 

（下流水管橋付近） 

平成 7年 7 月洪水時の浸水状況

（上流水管橋付近） 
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平成２１年度再評価実施後５年経過した事業箇所の再評価項目表 
 

 

事業主体 新潟県 事業名 広域河川改修事業 

事業箇所 五泉市村松～中島地内 河川名 一級河川信濃川水系滝谷川 

 

１ 事業の概要 

① 事業の目的・効果・必要性等 

 信濃川水系滝谷川は、五泉市内を貫流し、千原地内で能代川に合流する流路延長 9,300m の一級

河川である。 

流域は、山地に近接しているため急激な水位上昇が発生しやすいことに加え、天井川の様相を呈

しているため、洪水に対して非常に危険な河川であり、近年では平成 12 年、17 年に被害を受けて

いる。 

特に平成 17 年 8 月豪雨では、越水氾濫により床上７棟、床下 26 棟の被害が発生したため、災害

関連事業により被災箇所の改修を完了させたが、依然として未改修区間が存在し、早急な河積拡大

による河川改修が必要な状況となっている。 

このため、本事業を実施して治水安全度 1/28 の計画流量 90m3/s を安全に流下させ、平成 12 年 7

月洪水と同規模の出水に対し、浸水被害の解消を図っているところである。 

② 事業内容 ③ 残事業内容 

 延長 3,000ｍ 

 築堤工   91,661m3 

 掘削工   78,762m3 

 護岸工   28,442m2 

 道路橋      14 橋 

 樋門樋管    17 基 

 

計画流量 90m3/s(1/28 規模)への改修 

 延長 740ｍ 

 築堤工   53,576m3 

 掘削工   32,533m3 

 護岸工   14,022m2 

 道路橋      4 橋 

樋門樋管    3 基 

 

※ 延長 2,260ｍは完了 

④ 総事業費 ⑦ 進捗率（事業費ベース） 

 5,000 百万円 

［5,000 百万円］ 

 66.2% 

（=3,310 百万円/5,000 百万円） 

⑤ 執行済事業費 ⑧ 現在の費用対効果(B/C)〔基準年 Ｈ21 年〕 

 3,310 百万円 

［3,269 百万円］ 

 B/C= 1.3 

（= 6,655 百万円/5,300 百万円） 

⑥ Ｈ21 年度以降残事業費 ⑨ 従前の費用対効果(B/C)〔基準年 Ｈ19 年〕 

 1,690 百万円 

［1,731 百万円］ 

 B/C= 1.17 

（= 10,847 百万円/9,291 百万円） 

⑩ 便益の内訳 ⑪ 費用の内訳 

 被害防止便益       6,618 百万円 

［ 10,826 百万円］ 

残存価値            37 百万円 

［    21 百万円］ 

 

 

 

 

 

 

 

 建設費用         4,734 百万円 

［ 8,289 百万円］ 

維持管理費用        566 百万円 

［ 1,002 百万円］ 

 

※④～⑥、⑩、⑪の［  ］内は、前回再評価時の数値 

※総事業費 ：事業に必要な調査設計費、用地買収費、工事費、事務的経費等の総額 

※総費用(C)：総事業費に維持管理費(下水道事業は更新費用も含む)を加えその金額を現在価値化したもの
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２ 評価の視点 

⑫ 事業の進捗が遅れている理由（前回評価時からの変化、遅れを取戻す工夫や取組状況も併せて記載）

前回評価時に計画した実施内容は橋梁 2 橋の架替等であるが、用地買収が遅れているため、若干進

捗が遅れている。しかし、橋梁架替にあたって、2橋を同時に架け替えられる迂回路を設置し、工期の

短縮に努めることとしたため、事業全体として 2年の工期短縮を図る予定である。 

 

⑬ 事業を継続することにより発揮される効果（前回評価時からの変化についても記載） 

今後も事業を継続することにより、中流部での河積断面不足が解消でき、治水安全度 1/28 の計画流

量 70m3/s が安全に流下させることにより、平成 12 年 7 月洪水と同規模の出水に対して浸水被害の解

消を図ることができる。 

 

⑭ 便益として貨幣換算していないが、事業により見込まれる効果 

・ 人命等の人的被害を防ぐ人身被害抑止効果 

・ 浸水した世帯の家事労働、余暇活動等の平時の活動阻害を防ぐ稼働被害抑止効果 

・ 交通途絶等による波及被害抑止効果 

・ 人身被害や資産被害等による精神的被害抑止効果 

 

⑮ 社会経済情勢の変化（前回評価時からの変化についても記載） 

 流域内における人口の高齢化が進んできているため、避難困難者が増加していると推測されるが、

天井川である本河川の災害ポテンシャルは依然として非常に高く、本事業の必要性・重要性は高い状

況にある。 

また、新潟県内では局所的な集中豪雨が多発し、近年は甚大な被害が発生しているため、治水事業

の重要性は高まっている。 

（近年の県内水害発生状況） 

・ H16.7.13（主に中越地方） 死者 15 名、床上・床下浸水 20,787 棟、被害額 2,125 億円 

・ H17.6.28（主に中越地方） 死者  1 名、床上・床下浸水    710 棟、被害額   114 億円 

・ H17.8.11（主に下越地方） 死者  1 名、床上・床下浸水  1,396 棟、被害額   103 億円 

⑯ Ｂ/Ｃの変化の要因（前回評価時からの需要予測等の変化、全体事業費の変化要因について記載） 

新たに氾濫解析を行い、氾濫原の資産を最新のデータに見直し、入手しうる測量年次以降で評価し

たため、総費用（Ｃ）、総便益（Ｂ）とも減少している。 

 

⑰ コスト縮減、代替案の可能性（前回評価時からの変化についても記載） 

事業用地の取得がほぼ完了しており、現計画で河川整備計画が策定される予定であることから、代

替案による見直しは考えていない。 

事業で発生する掘削残土については、能代川の旧川処理の築堤材に転用する等、資源の有効活用や

一層のコスト縮減に努めたい。 

 

⑱ 関係機関等の意向、関連事業との調整状況等（前回評価時からの変化についても記載） 

 平成 12 年、17 年の水害を受け、沿川住民からの事業促進に対する要望は強い。また、沿川の小学校

とも事業進捗における調整が図られ、大きな問題はない。 

今後も着実な事業進捗が見込まれる。 

 

３ 今後の実施方針（案）  ※今後の見通しを併せて記載のこと 

用地買収については地権者との話し合いが進んでおり、確実な買収の見込みが立っている。中流部

の中抜け区間の早期改修を望む住民の要望は大きく、また、事業に協力的であることからも事業を継

続することとしたい。 
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４ 経緯 

区分 当初(Ｓ48) 
前回再評価(Ｈ19) 

計画変更 

今回(Ｈ21) 

計画変更 

工期 Ｓ48～ Ｓ48～Ｈ46 Ｓ48～Ｈ44 

総事業費 2,800 百万円 5,000 百万円 5,000 百万円 

事業内容 延長 2,623ｍ 

掘削工 

築堤工 

護岸工 

道路橋 8橋 

樋門樋管 18 基 

 

計画 70m3/s(1/5 規模) 

 

延長 3,000ｍ 

築堤工 91,661m3 

掘削工 78,762m3 

護岸工 28,442m2 

道路橋 14 橋 

樋門樋管 17 基 

 

計画 90m3/s(1/28 規模) 

 

延長 3,000ｍ 

築堤工 91,661m3 

掘削工 78,762m3 

護岸工 28,442m2 

道路橋 14 橋 

樋門樋管 17 基 

 

計画 90m3/s(1/28 規模) 

 

費用対効果 

（B/C） 

B/C=－ 

(=－/－) 

B/C=1.17 

(=10,847/9,291) 

B/C=1.3 

(=6,655/5,300) 
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線

村松町南部地域

県営圃場整備事業

   S57～H6

工

工

サイフォン

Ｈ１０　８．４　出水

浸水面積　　５ha

一

般

県

道

新

関

橋

田

村

松

線

杉小

新

保

線

能

代

川

Ｈ１７　８．１２出水

浸水面積　60ha

床上浸水　7戸

床下浸水　26戸

短期目標　L=360m

中期目標　L=740m

L=380m

全体計画　L=3,000m　（1/28規模）

将来計画　L=5,180m　（1/100規模）

Ｈ19年度まで

Ｈ20年度まで

Ｈ21年度

Ｈ22年度以降

浸水実績

他事業   
 

 

将来計画 

・ 治水安全度 1/100 規模（200m3/s）の全川改修 

 

全体計画（事業目的） 

・ 治水安全度 1/28 規模（90m3/s）の全川改修 

 

中期目標（将来 10～15 年後） 

・ 治水安全度 1/28 規模（90m3/s）の全川改修 

・ 事業完了 

 

短期目標（およそ 5年後） 

・ 治水安全度 1/28 規模（90m3/s）の中抜け区間(L=360ｍ)の改修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 17 年被災状況→ 
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平成２１年度再評価実施後５年経過した事業箇所の再評価項目表 
 

 

事業主体 新潟県 事業名 広域河川改修事業 

事業箇所 村上市三日市～殿岡地内 河川名 二級河川石川水系石川 
 

１ 事業の概要 

① 事業の目的・効果・必要性等 

 石川水系石川は、その源を新潟県村上市の大平山（標高 561m）に発し、山間部を東へと下り途中

百川などの支川を合わせ、村上市岩船地先において日本海へ注ぐ流路延長 7.6km、流域面積 63.0km2

の二級河川である。 

流域では、河道が狭小なため洪水被害が頻発しており、特に昭和 42 年 8 月 28 日の洪水では、流

域の低平地で 1,820ha に及ぶ浸水面積と浸水家屋 1,366 戸（床上 936 戸、床下 430 戸）に及ぶ甚大

な被害を受けた。 

このことから、昭和 49 年から石川並びに百川の改修工事に着手し、さらに昭和 60 年には支川笛

吹川も改修事業に取り込んで、河道拡幅、掘削、築堤などの事業に取り組んでいる。本事業を完成

させることにより、治水安全度 1/10 の計画流量 340m3/s を安全に流下させ、平成 7 年 7 月洪水と

同規模の出水に対し、当流域における浸水被害の解消を図ることができる。 

② 事業内容 ③ 残事業内容 

 延長 12,423ｍ 

  石川工区  L=5,807ｍ 

  百川工区  L=4,616ｍ 

  笛吹川工区 L=2,000ｍ 

 築堤工    70,000m3 

 掘削工    456,000m3 

 護岸工    20,000m2 

 道路橋       22 橋 

 鉄道橋        3 橋 

 

着手前 90m3/s から計画 340m3/s への改修 

（1/2 規模以下から 1/10 規模への改修） 

 延長 9,400ｍ 

石川工区  L=5,807ｍ 

  百川工区  L=1,593ｍ 

  笛吹川工区 L=2,000ｍ 

 築堤工    33,500m3 

 掘削工    263,200m3 

 護岸工    15,500m2 

 道路橋       16 橋 

 鉄道橋        2 橋 

 

※ 百川工区 3,023ｍ完了 

※ ネックとなっていた百川鉄道橋は完了 

④ 総事業費 ⑦ 進捗率（事業費ベース） 

 14,850 百万円 

［14,850 百万円］ 

 52.2% 

（=7,746 百万円/14,850 百万円） 

⑤ 執行済事業費 ⑧ 現在の費用対効果(B/C)〔基準年 Ｈ21 年〕 

 7,746 百万円 

［6,504 百万円］ 

 B/C= 8.6 

（=167,718 百万円/19,455 百万円） 

⑥ Ｈ21 年度以降残事業費 ⑨ 従前の費用対効果(B/C)〔基準年 Ｈ19 年〕 

 7,104 百万円 

［8,346 百万円］ 

 B/C= 2.31 

（= 46,505 百万円/20,094 百万円） 

⑩ 便益の内訳 ⑪ 費用の内訳 

 被害防止便益       167,664 百万円 

［   46,452 百万円］ 

残存価値            54 百万円 

［    53 百万円］ 

 

 

 

 建設費用         17,435 百万円 

［   17,963 百万円］ 

維持管理費用        2,020 百万円 

［    2,131 百万円］ 

 

※④～⑥、⑩、⑪の［  ］内は、前回再評価時の数値 

※総事業費 ：事業に必要な調査設計費、用地買収費、工事費、事務的経費等の総額 

※総費用(C)：総事業費に維持管理費(下水道事業は更新費用も含む)を加えその金額を現在価値化したもの
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２ 評価の視点 

⑫ 事業の進捗が遅れている理由（前回評価時からの変化、遅れを取戻す工夫や取組状況も併せて記載）

県内河川改修事業で選択と集中を行っているなか、本事業は重点化して実施しているため、前回評

価時から進捗に遅れはない。 

 

⑬ 事業を継続することにより発揮される効果（前回評価時からの変化についても記載） 

百川工区については、これまでの事業投資により、浸水被害の頻発していた百川鉄道橋のネック部

を解消が図れたが、石川本川が未整備のため、流域全体が十分安全を確保した状況ではない。 

今後も事業を継続することにより、治水安全度 1/10 の計画流量 340m3/s を安全に流下させ、平成 7

年 7 月の出水と同規模の出水に対し、浸水被害の解消を図る必要がある。 

 

⑭ 便益として貨幣換算していないが、事業により見込まれる効果 

・ 人命等の人的被害を防ぐ人身被害抑止効果 

・ 浸水した世帯の家事労働、余暇活動等の平時の活動阻害を防ぐ稼働被害抑止効果 

・ 交通途絶等による波及被害抑止効果 

・ 人身被害や資産被害等による精神的被害抑止効果 

 

⑮ 社会経済情勢の変化（前回評価時からの変化についても記載） 

 日本海東北沿岸自動車道及びインターアクセス道路の整備が進み、流域全体の開発ポテンシャルが

高まっていることから、本事業の必要性・重要性は増している。 

また、新潟県内では局所的な集中豪雨が多発し、近年は甚大な被害が発生しているため、治水事業の

重要性は高まっている。 

（近年の県内水害発生状況） 

・ H16.7.13（主に中越地方） 死者 15 名、床上・床下浸水 20,787 棟、被害額 2,125 億円 

・ H17.6.28（主に中越地方） 死者  1 名、床上・床下浸水    710 棟、被害額   114 億円 

・ H17.8.11（主に下越地方） 死者  1 名、床上・床下浸水  1,396 棟、被害額   103 億円 

 

⑯ Ｂ/Ｃの変化の要因（前回評価時からの需要予測等の変化、全体事業費の変化要因について記載） 

新たに氾濫解析を行い、入手しうる測量年次以降で評価したため、総費用（Ｃ）は減少している。 

また、氾濫原の資産を最新のデータに見直した結果、本事業においては土地利用開発が進んだため、

総便益（Ｂ）が増加した。 

 

⑰ コスト縮減、代替案の可能性（前回評価時からの変化についても記載） 

現計画での地元の協力体制が整っていて、着実に用地買収を進めていることから代替案による見直

しは考えていない。 

事業で発生する掘削残土については、他事業へ残土を転用する等、資源の有効活用やいっそうのコ

スト縮減に努めたい。 

 

⑱ 関係機関等の意向、関連事業との調整状況等（前回評価時からの変化についても記載） 

 沿川住民からなる「石川改修促進期成同盟会」は継続して活動しており、事業促進の要望は強い。 

 

 

３ 今後の実施方針（案）  ※今後の見通しを併せて記載のこと 

平成 7 年 7 月洪水の再度災害防止を図る必要があることから事業を継続し早期完成を図る必要があ

る。また、地元が事業に協力的でもあることからも事業を継続することとしたい。 
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４ 経緯 

区分 当初(Ｓ49) 
前回再評価(Ｈ19) 

計画変更 
今回(Ｈ21) 

工期 Ｓ49～ Ｓ49～Ｈ43 Ｓ49～Ｈ43 

総事業費 12,346 百万円 14,850 百万円 14,850 百万円 

事業内容 延長 12,423ｍ 

築堤工 184,224m3 

掘削工 576,038m3 

護岸工 111,653m2 

道路橋      25 橋 

鉄道橋    3 橋 

 

 

計画 430m3/s(1/50 規模)へ

の改修 

延長 12,423ｍ 

築堤工  70,000m3 

掘削工 456,000m3 

護岸工  20,000m2 

道路橋      22 橋 

鉄道橋    3 橋 

 

 

計画 340m3/s(1/10 規模)へ

の改修 

延長 12,423ｍ 

築堤工  70,000m3 

掘削工 456,000m3 

護岸工  20,000m2 

道路橋      22 橋 

鉄道橋    3 橋 

 

 

計画 340m3/s(1/10 規模)へ

の改修 

費用対効果 

（B/C） 

B/C=－ 

(=－/－) 

B/C=2.31 

(=46,505/20,094) 

B/C=8.6 

(=167,718/19,455) 
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将来計画 

・ 治水安全度 1/50 規模（430m3/s）の全川改修 

全体計画（事業目的） 

・ 治水安全度 1/10 規模（340m3/s）の全川改修 

中期目標（将来 10～15 年後） 

・ 治水安全度 1/10 規模（340m3/s）で石川、笛吹川の鉄道橋までの改修と架替を完了 

短期目標（およそ 5年後） 

・ 治水安全度 1/10 規模（340m3/s）で四川合流点までの改修完了、及び百川国道 7号橋梁完了 

 

 

 

 

 

 

 

 

本 川 石 川 工 区  Ｌ＝5,807ｍ

笛吹川工区 Ｌ=2000ｍ

新飯田
高御堂

飯岡

岩船町駅

日
沿
道

臨
港
道
路 　

関
根
川

百川工区  Ｌ＝4616ｍ

村　上　市
むらかみ

平成 16 年 7 月洪水時の溢水状況 

（石川 殿岡地内） 

平成 9年 6 月洪水時の浸水状況 

（百川 今宿地内） 

短期目標 L=2,200m (1/10) 

全体計画 L=12,423m (1/10規模)
将来計画 L=12,423m (1/50規模)

中期目標 L=2,700m (1/10)

短期目標 L=2,200m (1/10) 

短期目標 L=100m 

中期目標 L=900m 

短期目標 国道橋  

残事業構造物 

本川石川工区 

ＪＲ橋 1 橋 

道路橋 7 橋 

百川工区 

道路橋 3 橋 

笛吹川工区 

ＪＲ橋 1 橋 

道路橋 6 橋 

Ｈ19 年度まで 
Ｈ20 年度まで 
Ｈ21 年度 
Ｈ22 年度以降 
浸水実績 
他事業 
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平成２１年度再評価実施後５年経過した事業箇所の再評価項目表 
 

 

事業主体 新潟県 事業名 広域河川改修事業 

事業箇所 胎内市下吉田～新発田市野中地内 河川名 二級河川落堀川水系落堀川 

 

１ 事業の概要 

① 事業の目的・効果・必要性等 

 落掘川水系落堀川は、その源を胎内市中条の櫛形山脈に発し、山間部から平野部にかけて舟戸川

と呼ばれ、途中、見透川などの支川を合流しながら藤塚浜において日本海に注ぐ流域面積 86.47km2、

流路延長 12.9kｍの二級河川である。 

流域では、河道が狭小なため洪水被害が頻発しており、特に昭和 41 年 7 月洪水(下越水害)、昭

和 42 年 8 月洪水(羽越水害)では、連年で甚大な被害が発生している。 

このことから、延長 14,475ｍについて、昭和 42 年から着手し、浸水被害の解消を図っていると

ころであり、本事業を完成させることにより、治水安全度 1/30 の計画流量 530m3/s を安全に流下

させ、昭和 41 年 7 月水害と同規模の出水に対し、浸水被害の解消を図ることができる。 

② 事業内容 ③ 残事業内容 

 延長 14,475ｍ 

  落堀川工区 L=3,600ｍ 

  見透川工区 L=4,400ｍ 

  舟戸川工区 L=3,675ｍ 

  金山川工区 L=1,600ｍ 

  下谷川工区 L=1,200ｍ 

築堤工  458,100m3 

 掘削工  570,400m3 

 護岸工  130,600m2 

 道路橋     37 橋 

 

計画流量 530m3/s(1/30 規模)の改修 

 

 延長  3,200m 

  見透川工区 L=  400ｍ 

  金山川工区 L=1,600ｍ 

  下谷川工区 L=1,200ｍ  

築堤工   92,650m3 

 掘削工  249,110m3 

 護岸工   93,619m2 

 道路橋     19 橋 

 

※ 延長 11,275ｍは完了 

※ 落堀川工区、舟戸川工区は完了 

④ 総事業費 ⑦ 進捗率（事業費ベース） 

 14,567 百万円 

［14,567 百万円］ 

 56.5% 

（=8,232 百万円/14,567 百万円） 

⑤ 執行済事業費 ⑧ 現在の費用対効果(B/C)〔基準年 Ｈ21 年〕 

 8,232 百万円 

［8,146 百万円］ 

 B/C= 1.1 

（= 36,793 百万円/33,812 百万円） 

⑥ Ｈ21 年度以降残事業費 ⑨ 従前の費用対効果(B/C)〔基準年 Ｈ19 年〕 

 6,335 百万円 

［6,421 百万円］ 

 B/C= 2.90 

（= 34,091 百万円/11,772 百万円） 

⑩ 便益の内訳 ⑪ 費用の内訳 

 被害防止便益       36,742 百万円 

［ 34,060 百万円］ 

残存価値            51 百万円 

［   31 百万円］ 

 

 

 

 

 建設費用         30,811 百万円 

［ 10,501 百万円］ 

維持管理費用        3,001 百万円 

［  1,271 百万円］ 

 

※④～⑥、⑩、⑪の［  ］内は、前回再評価時の数値 

※総事業費 ：事業に必要な調査設計費、用地買収費、工事費、事務的経費等の総額 

※総費用(C)：総事業費に維持管理費(下水道事業は更新費用も含む)を加えその金額を現在価値化したもの
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２ 評価の視点 

⑫ 事業の進捗が遅れている理由（前回評価時からの変化、遅れを取戻す工夫や取組状況も併せて記載）

県内河川改修事業で選択と集中を行っているなか、本事業は重点化して実施しているため、前回評

価時から進捗に遅れはない。 

 

⑬ 事業を継続することにより発揮される効果（前回評価時からの変化についても記載） 

今後も治水安全度 1/30（流量 220m3/s）の計画で事業を継続することにより、戦後 2 番目に大きい

昭和 41 年洪水と同規模の出水に対し、浸水被害の解消を図ることができる。 

 

⑭ 便益として貨幣換算していないが、事業により見込まれる効果 

・ 人命等の人的被害を防ぐ人身被害抑止効果 

・ 浸水した世帯の家事労働、余暇活動等の平時の活動阻害を防ぐ稼働被害抑止効果 

・ 交通途絶等による波及被害抑止効果 

・ 人身被害や資産被害等による精神的被害抑止効果 

 

⑮ 社会経済情勢の変化（前回評価時からの変化についても記載） 

 日本海東北自動車道の聖籠 IC～中条 IC 区間に続き、中条 IC～荒川胎内 IC 区間が平成 21 年７月 18

日に開通し、県営ほ場整備事業（金塚地区～H20、加治川地区～H21）および県営湛水防除事業（S59～

H21）が完了したことにより、流域の資産は確実に大きくなってきており、依然として本事業の必要性・

重要性は高い状況にある。 

また、新潟県内では局所的な集中豪雨が多発し、近年は甚大な被害が発生しているため、治水事業

の重要性は高まっている。 

（近年の県内水害発生状況） 

・ H16.7.13（主に中越地方） 死者 15 名、床上・床下浸水 20,787 棟、被害額 2,125 億円 

・ H17.6.28（主に中越地方） 死者  1 名、床上・床下浸水    710 棟、被害額   114 億円 

・ H17.8.11（主に下越地方） 死者  1 名、床上・床下浸水  1,396 棟、被害額   103 億円 

⑯ Ｂ/Ｃの変化の要因（前回評価時からの需要予測等の変化、全体事業費の変化要因について記載） 

前回評価時は、箇所別（見透川工区のみ）で評価していたが、水系全体で評価することとしたので、

総費用（Ｃ）が大幅に増加している。 

また、新たに氾濫解析を行い、氾濫原の資産を最新のデータに見直した結果、本事業においては流

域の資産が大きくなったため、総便益（Ｂ）が若干増加した。 

 

⑰ コスト縮減、代替案の可能性（前回評価時からの変化についても記載） 

河川整備計画が策定されていること、周辺で実施した圃場整備事業等の関連事業が本計画と整合を

図った中で完了したこと及び地元の協力体制が整っていることから代替案による見直しは考えていな

い。 

事業で発生する掘削残土については、他事業へ残土を転用する等、資源の有効活用や一層のコスト

縮減に努めたい。 

 

⑱ 関係機関等の意向、関連事業との調整状況等（前回評価時からの変化についても記載） 

地域において促進期成同盟会が結成され、事業促進の要望は強い。また、圃場整備事業等の関連事

業との調整が図られていることからも着実な事業進捗が見込まれる。 

 

 

３ 今後の実施方針（案）  ※今後の見通しを併せて記載のこと 

昭和 41 年 7 月洪水と同規模の出水に対して再度災害防止を図る必要があることから事業を継続し早

期完成を図る必要がある。また、事業に協力的であることからも事業を継続することとしたい。 
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４ 経緯 

区分 当初(Ｓ42) 
前回再評価(Ｈ19) 

計画変更 
今回(Ｈ21) 

工期 Ｓ42～ Ｓ42～Ｈ46 Ｓ42～Ｈ46 

総事業費 9,441 百万円 14,567 百万円 14,567 百万円 

事業内容 延長 14,475ｍ 

築堤工    28,140m3 

掘削工  878,200m3 

護岸工   28,140m2 

道路橋     28 橋 

 

計画 800m3/s(1/100 規模) 

 

延長 14,475ｍ 

築堤工   458,100m3 

掘削工  570,400m3 

護岸工  130,600m2 

道路橋     37 橋 

 

計画 530m3/s(1/30 規模) 

 

延長 14,475ｍ 

築堤工   458,100m3 

掘削工  570,400m3 

護岸工  130,600m2 

道路橋     37 橋 

 

計画 530m3/s(1/30 規模) 

 

費用対効果 

（B/C） 

B/C=－ 

(=－/－) 

B/C=2.89 

(=34,091/11,772) 

B/C=1.1 

(=36,793/33,812) 
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胎内市

新発田市

箱岩川

H9.6月
台風８号
15ha １戸

H10.8.4
58ha 24戸

金
山
川

貝谷川

新金山
川

下谷川

全体計画 L=14,475ｍ（1/30）

将来計画 L=14,475ｍ（1/100）

短期目標 L=400ｍ（1/30）

見透川工区 L=4,400ｍ落堀川工区 L=3,600ｍ
舟
戸
川
工
区
L=
3,
67
5ｍ

舟
戸
川
工
区
L=
3,
67
5ｍ

金山川工区 L=1,600ｍ金山川工区 L=1,600ｍ

下谷川工区
L=1,200ｍ
下谷川工区
L=1,200ｍ

短期目標 L=700ｍ（1/30）

中期目標 L=1,600ｍ中期目標 L=1,600ｍ

中期目標
L=300ｍ
中期目標
L=300ｍ

Ｈ19年度まで

Ｈ20年度まで

Ｈ21年度

Ｈ22年度以降

浸水実績

他事業

 
 

 

 

将来計画 

・ 治水安全度 1/100 規模（800m3/s）の全川改修 

 

全体計画（事業目的） 

・ 治水安全度 1/30 規模（530m3/s）の全川改修 

 

中期目標（将来 10～15 年後） 

・ 金山川工区：治水安全度 1/30 規模（35m3/s）の全川改修完了 

・ 下谷川工区：治水安全度 1/30 規模（40m3/s）の JR 羽越本線を含む延長 L=300ｍの改修 

 

短期目標（およそ 5年後） 

・ 見透川工区：治水安全度 1/30 規模（2203/s）の全川改修完了 

・ 金山川工区：治水安全度 1/30 規模（35m3/s）の JR 羽越本線（L=700ｍ付近）までの改修 

 

 

    
 平成 7年 7 月洪水時の浸水被害状況

（金山川工区：国道 7号付近） 

平成 7年 7 月洪水時の浸水被害状況

（金山川工区：JR 羽越本線上流） 

金山川工区 

・JR 橋 1 橋(未改築) 

・市道橋 7橋(未改築) 

下谷川工区 

・JR 橋 1 橋(未改築) 

・市道橋 10 橋(未改築) 
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平成２１年度再評価実施後５年経過した事業箇所の再評価項目表 
 

 

事業主体 新潟県 事業名 広域河川改修事業 

事業箇所 柏崎市浜～田屋地内 河川名 二級河川鵜川水系鵜川 
 

１ 事業の概要 

① 事業の目的・効果・必要性等 

  鵜川水系鵜川は、柏崎市内の尾神岳に源を発し、柏崎市の市街地を流れ日本海に注ぐ流域面積

112.4km、流路延長 23.5km の二級河川である。 

 鵜川は、昭和 53 年 6 月梅雨前線豪雨により、浸水面積 1,819ha、床上 1,446 戸、床下 1,508 戸と

いう甚大な被害を被った。また、支川横山川工区でも近年、浸水被害が発生しており、平成 17 年 6

月 27 日には浸水面積 132ha、床上 126 戸、床下 184 戸の被害が発生している。 

 河口から 15,620m について、昭和 25 年から事業着手し、浸水被害の解消を図っており、本事業

を完成させることにより、市街地部では 1/50 の計画流量 510m3/s、上流部では 1/30 の計画流量

400m3/s を安全に流下させ、昭和 53 年洪水と同規模、または平成 17 年水害の解消を図ることがで

きる。 

② 事業内容 ③ 残事業内容 

 延長 15,620ｍ 

  鵜川工区  L=13,600ｍ 

  横山川工区 L= 2,020ｍ 

築堤工   121,750m3 

 掘削工  1,010,270m3 

 護岸工   154,267m2 

 橋梁        16 橋 

 

着手前 250m3/s から計画 510m3/s への改修 

（1/5 規模から 1/50～1/30 規模への改修） 

 延長 3,620ｍ 

  鵜川工区  L=2,500ｍ 

  横山川工区 L=1,120ｍ 

築堤工    52,750m3 

 掘削工    217,000m3 

 護岸工    41,300m2 

 橋梁         3 橋 

 

※ 下流部市街地周辺 12,000ｍは完了 

④ 総事業費 ⑦ 進捗率（事業費ベース） 

 19,070 百万円 

［19,860 百万円］ 

 78.8% 

（=15,033 百万円/19,070 百万円） 

⑤ 執行済事業費 ⑧ 現在の費用対効果(B/C)〔基準年 Ｈ21 年〕 

 15,033 百万円 

［14,843 百万円］ 

 B/C= 7.3 

（=355,949 百万円/48,443 百万円） 

⑥ Ｈ21 年度以降残事業費 ⑨ 従前の費用対効果(B/C)〔基準年 Ｈ16 年〕 

 4,037 百万円 

［ 5,017 百万円］ 

 B/C= 1.60 

（= 86,879 百万円/54,140 百万円） 

⑩ 便益の内訳 ⑪ 費用の内訳 

 被害防止便益       355,890 百万円 

［   86,832 百万円］ 

残存価値            59 百万円 

［    47 百万円］ 

 

 

 

 

 

 

 建設費用         44,810 百万円 

［   48,287 百万円］ 

維持管理費用        3,633 百万円 

［    5,853 百万円］ 

 

※④～⑥、⑩、⑪の［  ］内は、前回再評価時の数値 

※総事業費 ：事業に必要な調査設計費、用地買収費、工事費、事務的経費等の総額 

※総費用(C)：総事業費に維持管理費(下水道事業は更新費用も含む)を加えその金額を現在価値化したもの
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２ 評価の視点 

⑫ 事業の進捗が遅れている理由（前回評価時からの変化、遅れを取戻す工夫や取組状況も併せて記載）

県内河川改修事業で選択と集中を行っているなか、本事業は重点化して実施しているため、前回評

価時から進捗に遅れはない。 

 

⑬ 事業を継続することにより発揮される効果（前回評価時からの変化についても記載） 

平成 15 年度には、河口から高速道路橋までの区間について 510m3/s～400m3/s の流量を確保し完了

している。平成 21 年度には、国道 353 号御幸橋から市道上河原橋までの区間が完了する予定である。

 今後も事業を継続し、治水安全度 1/30 の計画流量 400m3/s を安全に流下させ、昭和 53 年 6 月洪水

と同規模の出水に対し、浸水被害の解消を図る必要がある。 

 

⑭ 便益として貨幣換算していないが、事業により見込まれる効果 

・ 人命等の人的被害を防ぐ人身被害抑止効果 

・ 浸水した世帯の家事労働、余暇活動等の平時の活動阻害を防ぐ稼働被害抑止効果 

・ 交通途絶等による波及被害抑止効果 

・ 人身被害や資産被害等による精神的被害抑止効果 

柏崎市内では度重なる災害により、地域住民の安心・安全に対する要望が高まっており、これらの

便益も大きいものと考えられる。 

 

⑮ 社会経済情勢の変化（前回評価時からの変化についても記載） 

 国道８号バイパスの建設に伴い、市街地が郊外へ拡大中である。また、中越沖地震に伴う各種復興

事業が市街地で活発化しており、本事業の必要性・重要性は増している。 

また、新潟県内では局所的な集中豪雨が多発し、近年は甚大な被害が発生しているため、治水事業

の重要性は高まっている。 

（近年の県内水害発生状況） 

・ H16.7.13（主に中越地方） 死者 15 名、床上・床下浸水 20,787 棟、被害額 2,125 億円 

・ H17.6.28（主に中越地方） 死者  1 名、床上・床下浸水    710 棟、被害額   114 億円 

・ H17.8.11（主に下越地方） 死者  1 名、床上・床下浸水  1,396 棟、被害額   103 億円 

 

⑯ Ｂ/Ｃの変化の要因（前回評価時からの需要予測等の変化、全体事業費の変化要因について記載） 

残事業を精査した結果、全体事業費を減額した。 

また、新たに氾濫解析を行い、氾濫原の資産を最新のデータに見直した結果、本事業においては市

街化が進んだため、総便益（Ｂ）が大幅に増加した。 

 

⑰ コスト縮減、代替案の可能性（前回評価時からの変化についても記載） 

掘削による河積拡大が主たる工種であり、代替案による見直しは考えていない。 

なお、事業実施にあたっては、掘削残土を他事業と連携して再利用する等、資源の有効活用や一層

のコスト縮減に努めたい。 

 

⑱ 関係機関等の意向、関連事業との調整状況等（前回評価時からの変化についても記載） 

 地元からの改修要望は強く、協力体制は整っている。 

また、漁協と調整の結果、河川工事は 12 月から 4月のアユの渡海期に制限されているが、調整に問

題はない。 

 

３ 今後の実施方針（案）  ※今後の見通しを併せて記載のこと 

市街地部において 1/50 の河道拡幅を完了した後、1/30 規模で 400m3//s の流量確保を進めている。

短期的には支川横山川工区の施工を完了させる予定としており、その後、鵜川本川工区の改修を進捗

させる予定である。 

近年、大規模な浸水被害も発生していることから住民の要望は大きく、来年度以降も事業を継続す

ることとしたい。 
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４ 経緯 

区分 当初(Ｓ25) 
前回再評価(Ｈ19) 

計画変更 
今回(Ｈ21) 

工期 Ｓ25～ Ｓ25～Ｈ44 Ｓ25～Ｈ44 

総事業費 16,500 百万円 19,860 百万円 19,070 百万円 

事業内容 延長 15,620ｍ 

築堤工   148,909m3 

掘削工 1,188,567m3 

護岸工  284,288m2 

道路橋        28 橋 

 

 

計画600m3/s(1/100規模)へ

の改修 

延長 15,620ｍ 

築堤工   173,750m3 

掘削工 1,220,970m3 

護岸工  165,004m2 

道路橋        32 橋 

 

 

計画 510～400m3/s 

(1/50～1/30 規模)への改修

延長 15,620ｍ 

築堤工   121,750m3 

掘削工 1,010,270m3 

護岸工  154,267m2 

道路橋        16 橋 

 

 

計画 510～400m3/s 

(1/50～1/30 規模)への改修

費用対効果 

（B/C） 

B/C=－ 

(=－/－) 

B/C= 1.60 

（=86,879/54,140） 

B/C=7.3 

（=355,949/48,443） 
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将来計画 

・ 本川工区 ：治水安全度 1/100 規模（600m3/s）の全川改修 

・ 横山川工区：治水安全度 1/20 規模（35m3/s）の全川改修 

全体計画（事業目的） 

・ 本川工区 ：治水安全度 1/50～1/30 規模（510m3/s）の全川改修 

・ 横山川工区：治水安全度 1/20 規模（35m3/s）の全川改修 

中期目標（将来 10～15 年後） 

・ 本川工区 ：治水安全度 1/30 規模（400m3/s）で整備計間③まで完了 

・ 横山川工区：治水安全度 1/20 規模（35m3/s）で全川改修完了 

短期目標（およそ 5年後） 

・ 本川工区 ：治水安全度 1/30 規模（4003/s）で L=600m 間の改修 

・ 横山川工区：治水安全度 1/16 規模（17m3/s）で全川で掘削工の完了 

 
 

 

 

浸水状況（柏崎市城東1）（H17.6.28）

Ｈ19年度まで

Ｈ20年度

Ｈ21年度

Ｈ22年度以降

浸水実績

他事業

帝

石

G

P

支川 軽井川

整備区間①

L=2,700m（1/50規模）

整備区間②

L=2,300m（1/30規模）

整備区間③

L=1,000m（1/30規模）

将来計画  Ｌ=13,600ｍ（1/100規模）

支川　横山川工区

支川 上条芋川

支川 浦の川

支川 田屋川
1

2

3
4

1 15

5

20

野

田

大

橋

苛

島

橋

竹

橋

平

金

堰

整備区間④

L=1,400m（1/30規模）

全体計画  Ｌ=13,600ｍ（1/50～1/30規模）

全体計画  Ｌ=2,020ｍ（1/20規模）

将来計画  Ｌ=2,020ｍ（1/30規模）

短期目標  Ｌ=1,120ｍ（1/16規模）

中期目標  Ｌ=1,120ｍ（1/20規模）

短期目標  Ｌ=600ｍ（1/30規模）

中期目標  Ｌ=1,100ｍ（1/30規模）

重要構造物 

○道路橋 ３橋（未着手）



63 

平成２１年度再評価実施後５年経過した事業箇所の再評価項目表 
 

 

事業主体 新潟県 事業名 広域河川改修事業 

事業箇所 上越市柿崎区柿崎～下小野地内 河川名 二級河川柿崎川水系柿崎川 

 

１ 事業の概要 

① 事業の目的・効果・必要性等 

 柿崎川水系柿崎川は、上越市柿崎区の小村峠付近に発し、下条地内で吉川、柿崎地内で米山川を

合流しながら高田平野を南下し、日本海に注ぐ流域面積 143.1km2、流路延長 19.2kｍの二級河川で

ある。 

流域では、河道が狭小なため洪水被害が頻発しており、特に被害額の大きかったものには昭和 53

年 6 月洪水や平成 17 年 6 月洪水がある。 

このことから、延長 13,700ｍについて、昭和 30 年から着手し、浸水被害の解消を図っていると

ころであり、本事業を完成させることにより、治水安全度 1/30 の計画流量 620m3/s を安全に流下

させ、昭和 53 年 6 月洪水と同規模の出水に対し、浸水被害の解消を図ることができる。 

② 事業内容 ③ 残事業内容 

 延長 13,700ｍ 

柿崎川工区 L=6,000ｍ 

米山川工区 L=2,000ｍ 

吉川工区  L=5,700ｍ 

築堤工   146,800m3 

掘削工 1,313,700m3 

護岸工   179,600m2 

道路橋      30 橋 

 

計画流量 620m3/s(1/30 規模)への改修 

 延長  7,320ｍ 

柿崎川工区 L=4,700ｍ 

米山川工区 L= 220ｍ 

吉川工区  L=2,400ｍ 

築堤工    52,000m3 

掘削工  473,500m3 

護岸工   133,000m2 

道路橋       2 橋 

 

※ 延長 6,380ｍは完了 

   柿崎川工区 L=1,300ｍ 

米山川工区 L=1,780ｍ 

吉川工区  L=3,300ｍ 

④ 総事業費 ⑦ 進捗率（事業費ベース） 

 15,015 百万円 

［15,015 百万円］ 

 54.6% 

（=8,194 百万円/15,015 百万円） 

⑤ 執行済事業費 ⑧ 現在の費用対効果(B/C)〔基準年 Ｈ21 年〕 

 8,194 百万円 

［7,964 百万円］ 

 B/C= 1.1 

（= 12,418 百万円/11,501 百万円） 

⑥ Ｈ21 年度以降残事業費 ⑨ 従前の費用対効果(B/C)〔基準年 Ｈ19 年〕 

 6,821 百万円 

［7,051 百万円］ 

 B/C= 2.90 

（= 64,032 百万円/22,053 百万円） 

⑩ 便益の内訳 ⑪ 費用の内訳 

 被害防止便益       12,332 百万円 

［ 64,002 百万円］ 

残存価値            86 百万円 

［   30 百万円］ 

 

 

 

 

 建設費用         10,265 百万円 

［ 19,677 百万円］ 

維持管理費用        1,236 百万円 

［  2,376 百万円］ 

 

※④～⑥、⑩、⑪の［  ］内は、前回再評価時の数値 

※総事業費 ：事業に必要な調査設計費、用地買収費、工事費、事務的経費等の総額 

※総費用(C)：総事業費に維持管理費(下水道事業は更新費用も含む)を加えその金額を現在価値化したもの
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２ 評価の視点 

⑫ 事業の進捗が遅れている理由（前回評価時からの変化、遅れを取戻す工夫や取組状況も併せて記載）

県内河川改修事業で選択と集中を行っているなか、本事業は重点化して実施しているため、前回評

価時から進捗に遅れはない。 

なお、柿崎川工区では圃場整備事業と連携を図り、掘削残土を圃場整備の基盤材に転用するなど、

事業費の抑制と工期短縮に努めている。 

 

⑬ 事業を継続することにより発揮される効果（前回評価時からの変化についても記載） 

今後も事業を継続することにより、昭和 53 年 6 月洪水と同規模の出水に対して浸水被害の解消が図

ることができる。 

なお、平成 17 年 6 月洪水は 1/85 程度の流量であり、現計画(治水安全度 1/30)では H17 年と同規模

の出水に対して浸水被害を解消させることができないが、浸水家屋数が約 6割減少(63 戸→24 戸)させ

ることができる。 

 

⑭ 便益として貨幣換算していないが、事業により見込まれる効果 

・ 人命等の人的被害を防ぐ人身被害抑止効果 

・ 浸水した世帯の家事労働、余暇活動等の平時の活動阻害を防ぐ稼働被害抑止効果 

・ 交通途絶等による波及被害抑止効果 

・ 人身被害や資産被害等による精神的被害抑止効果 

 

⑮ 社会経済情勢の変化（前回評価時からの変化についても記載） 

 流域内における人口の高齢化が進んできているため、避難困難者が増加していると推測されるが、

いまだ平成 16 年、平成 17 年の連年洪水の対応が実施できていないことから、依然として本事業の必

要性・重要性は高い状況にある。 

また、新潟県内では局所的な集中豪雨が多発し、近年は甚大な被害が発生しているため、治水事業

の重要性は高まっている。 

（近年の県内水害発生状況） 

・ H16.7.13（主に中越地方） 死者 15 名、床上・床下浸水 20,787 棟、被害額 2,125 億円 

・ H17.6.28（主に中越地方） 死者  1 名、床上・床下浸水    710 棟、被害額   114 億円 

・ H17.8.11（主に下越地方） 死者  1 名、床上・床下浸水  1,396 棟、被害額   103 億円 

⑯ Ｂ/Ｃの変化の要因（前回評価時からの需要予測等の変化、全体事業費の変化要因について記載） 

新たに氾濫解析を行い、氾濫原の資産を最新のデータに見直し、入手しうる測量年次以降で評価し

たため、総費用（Ｃ）、総便益（Ｂ）とも減少している。 

 

⑰ コスト縮減、代替案の可能性（前回評価時からの変化についても記載） 

現計画での地元の協力体制が整っていることから代替案による見直しは考えていない。 

事業で発生する掘削残土については、他事業へ残土を転用する等、資源の有効活用や一層のコスト

縮減に努めたい。 

 

⑱ 関係機関等の意向、関連事業との調整状況等（前回評価時からの変化についても記載） 

地域において促進期成同盟会が結成され、事業促進の要望は強い。また、県道吉川橋の架け替えに

おいては道路事業と既に充分な調整が図られていることからも着実な事業進捗が見込まれる。 

 

 

３ 今後の実施方針（案）  ※今後の見通しを併せて記載のこと 

いまだ平成 17 年 6 月洪水の対応が実施できていないから、事業を継続し早期完成を図る必要がある。

また、事業に協力的であることからも事業を継続することとしたい。 
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４ 経緯 

区分 当初(Ｓ30) 
前回再評価(Ｈ19) 

計画変更 
今回(Ｈ21) 

工期 Ｓ30～ Ｓ30～Ｈ49 年 Ｓ30～Ｈ49 年 

総事業費 19,000 百万円 15,015 百万円 15,015 百万円 

事業内容 延長 13,880ｍ 

築堤工   231,900m3 

掘削工 1,692,900m3 

護岸工   136,900m2 

道路橋      25 橋 

 

 

計画 900m3/s(1/100 規模) 

 

延長 13,700ｍ 

築堤工   146,800m3 

掘削工 1,313,700m3 

護岸工   179,600m2 

道路橋      30 橋 

 

 

計画 620m3/s(1/30 規模) 

延長 13,700ｍ 

築堤工   146,800m3 

掘削工 1,313,700m3 

護岸工   179,600m2 

道路橋      30 橋 

 

 

計画 620m3/s(1/30 規模) 

 

費用対効果 

（B/C） 

B/C=－ 

(=－/－) 

B/C=2.90 

(=64,032/22,053) 

B/C=1.1 

(=12,418/11,501) 
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日

本

海

短期目標Ｌ＝220ｍ

短期目標Ｌ＝1,000ｍ

短期目標Ｌ＝1,200ｍ

中期目標Ｌ＝2,400ｍ

中期目標Ｌ＝2,200ｍ

全体計画Ｌ＝2,200ｍ（1/30）

将来計画Ｌ＝2,200ｍ（1/100）

Ｈ19年度まで

Ｈ20年度まで

Ｈ21年度

Ｈ22年度以降

浸水実績

他事業  
 

将来計画 

・ 治水安全度 1/100 規模（900m3/s）の全川改修 

 

全体計画（事業目的） 

・ 治水安全度 1/30 規模（620m3/s）の全川改修 

 

中期目標（将来 10～15 年後） 

・ 柿崎川工区：治水安全度 1/30 規模（620m3/s）の支川吉川（下流 2.2km 付近）までの改修 

・ 吉川工区：治水安全度 1/10 規模（330m3/s）の工区完了 

 

短期目標（およそ 5年後） 

・ 柿崎川工区：治水安全度 1/30 規模（620m3/s）の支川小河川（下流 1.0km 付近）までの改修 

・ 米山川工区：治水安全度 1/20 規模（75m3/s）の工区完了 

・ 吉川工区：治水安全度 1/10 規模（330m3/s）の H17 浸水実績箇所までの改修 

 

   
  

 平成 17 年 7 月洪水時の越水状況

（吉川工区：桜町橋下流） 

平成 17 年 7 月洪水時の家屋浸水被害状況

（吉川工区：吉川橋上流） 

・平和橋(未改築)

・吉川橋(未改築)  
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平成２１年度再評価実施後５年経過した事業箇所の再評価項目表 
 

 

事業主体 新潟県 事業名 総合流域防災事業 

事業箇所 村上市海老江～胎内市菅田地内 河川名 一級河川荒川水系乙大日川 
 

１ 事業の概要 

① 事業の目的・効果・必要性等 

  荒川水系乙大日川は、一級河川荒川の一次支川であり、元々は胎内川の旧河道で、その流域面積

は 26.1km2、流路延長は 7.6km の一級河川である。また、その支川である烏川は、乙大日川の右岸

にあり、その源を高坪川に発し、荒川本川に沿って流下し、乙大日川の流末地点にて合流する流域

面積は 25.67km2 である。 

 流域では、河道が狭小なため洪水被害が頻発しており、特に昭和 41 年、42 年の羽越水害により

甚大な被害を受けた。また、近年においても平成 9年の洪水により、床上 2戸、床下 26 戸、田 200ha

に及ぶ被害を受けている。 

 このことから、乙大日川を荒川合流点から胎内市菅田までの L=5,222m、烏川を乙大日川合流点か

ら村上市坂町までの L=4,895m について、平成 2 年から着手し浸水被害の解消を図っているところ

であり、本事業を完成させることにより、治水安全度 1/15 の計画流量 120～30m3/s を安全に流下

させ、平成 9年洪水と同規模の出水に対し、浸水被害の解消を図ることができる。 

② 事業内容 ③ 残事業内容 

 延長 10,177ｍ 

  乙大日川工区 L=5,222ｍ 

  烏川工区   L=4,895ｍ 

築堤工   109,500m3 

 掘削工    304,900m3 

 護岸工     2,800m2 

 道路橋      16 橋 

 

着手前 70～10m3/s から計画 120～30m3/s への

改修（1/2 規模以下から 1/15 規模への改修） 

 延長 3,350ｍ 

  乙大日川工区 L=2,850ｍ 

  烏川工区   L=  500ｍ 

築堤工    12,300m3 

 掘削工     88,200m3 

 護岸工     1,700m2 

 道路橋       5 橋 

※ 延長 6,827ｍは完了 

※ 烏川捷水路（バイパス区間）が完了し、

金屋集落の浸水被害を解消 

④ 総事業費 ⑦ 進捗率（事業費ベース） 

 4,920 百万円 

［4,920 百万円］ 

 80.5% 

（=3,960 百万円/4,920 百万円） 

⑤ 執行済事業費 ⑧ 現在の費用対効果(B/C)〔基準年 Ｈ21 年〕 

 3,960 百万円 

［ 3,380 百万円］ 

 B/C= 9.0 

（=66,232 百万円/7,331 百万円） 

⑥ Ｈ21 年度以降残事業費 ⑨ 従前の費用対効果(B/C)〔基準年 Ｈ16 年〕 

 960 百万円 

［ 1,540 百万円］ 

 B/C= 1.38 

（= 7,021 百万円/5,095 百万円） 

⑩ 便益の内訳 ⑪ 費用の内訳 

 被害防止便益        66,142 百万円 

［    7,021 百万円］ 

残存価値            90 百万円 

［    未計上 ］ 

 

 

 

 

 建設費用          6,551 百万円 

［    4,516 百万円］ 

維持管理費用          780 百万円 

［      637 百万円］ 

残存価値             未計上 

［     －58 百万円］ 

※ 前回は残存価値を費用から控除して B/C を

算出 

※④～⑥、⑩、⑪の［  ］内は、前回再評価時の数値 

※総事業費 ：事業に必要な調査設計費、用地買収費、工事費、事務的経費等の総額 

※総費用(C)：総事業費に維持管理費(下水道事業は更新費用も含む)を加えその金額を現在価値化したもの



64－2 

２ 評価の視点 

⑫ 事業の進捗が遅れている理由（前回評価時からの変化、遅れを取戻す工夫や取組状況も併せて記載）

平成 16 年 7 月の洪水により、烏川流域で浸水被害が発生したため、前回評価時に計画した実施内容

を変更し、烏川の工事を優先し進捗を図った。 

しかし、県財政が厳しいなか、県内河川改修事業で選択と集中を行った結果、前回評価時に計画し

た予算配分が難しい状況にあるため、10 年の期間延伸をせざるを得ない。 

 

⑬ 事業を継続することにより発揮される効果（前回評価時からの変化についても記載） 

烏川工区については事業費を集中し進捗を図ることができたが、平成 16 年 7 月の上流部での浸水被

害を解消させるにはさらなる事業進捗が必要とされる。 

今後も事業を継続することにより、治水安全度 1/15 の計画流量 120m3/s を安全に流下させ、平成 9

年 6 月の出水と同規模の出水に対し、浸水被害の解消を図る必要がある。 

 

⑭ 便益として貨幣換算していないが、事業により見込まれる効果 

・ 人命等の人的被害を防ぐ人身被害抑止効果 

・ 浸水した世帯の家事労働、余暇活動等の平時の活動阻害を防ぐ稼働被害抑止効果 

・ 交通途絶等による波及被害抑止効果 

・ 人身被害や資産被害等による精神的被害抑止効果 

 

⑮ 社会経済情勢の変化（前回評価時からの変化についても記載） 

 日本海東北沿岸自動車道及びインターアクセス道路の整備が進み、流域全体の開発ポテンシャルが

高まっていることから、本事業の必要性・重要性は増している。 

また、新潟県内では局所的な集中豪雨が多発し、近年は甚大な被害が発生しているため、治水事業

の重要性は高まっている。 

（近年の県内水害発生状況） 

・ H16.7.13（主に中越地方） 死者 15 名、床上・床下浸水 20,787 棟、被害額 2,125 億円 

・ H17.6.28（主に中越地方） 死者  1 名、床上・床下浸水    710 棟、被害額   114 億円 

・ H17.8.11（主に下越地方） 死者  1 名、床上・床下浸水  1,396 棟、被害額   103 億円 

 

⑯ Ｂ/Ｃの変化の要因（前回評価時からの需要予測等の変化、全体事業費の変化要因について記載） 

新たに氾濫解析を行い、氾濫原の資産を最新のデータに見直した結果、本事業においては土地開発

が進んだため、総便益（Ｂ）が大幅に増加した。 

 

⑰ コスト縮減、代替案の可能性（前回評価時からの変化についても記載） 

H19 に現計画により河川整備計画が策定され、地元の協力体制も整っていることから代替案による見

直しは考えていない。 

事業で発生する掘削残土については、他事業へ残土を転用する等、資源の有効活用やいっそうのコ

スト縮減に努めたい。 

 

⑱ 関係機関等の意向、関連事業との調整状況等（前回評価時からの変化についても記載） 

 沿川住民からなる「乙大日川改修促進期成同盟会」は継続して活動しており、事業に対して協力的

であり、事業促進の要望は強い。 

 

３ 今後の実施方針（案）  ※今後の見通しを併せて記載のこと 

平成 9 年 6 月洪水の再度災害防止を図る必要があることから事業を継続し早期完成を図る必要があ

る。また、地元が事業に協力的でもあることからも事業を継続することとしたい。 
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４ 経緯 

区分 当初(Ｈ2) 
前回再評価(Ｈ16) 

計画変更 
今回(Ｈ21) 

工期 Ｈ2～ Ｈ2～Ｈ24 Ｈ２～Ｈ35 

総事業費 1,200 百万円 4,920 百万円 4,920 百万円 

事業内容 延長 10,117ｍ 

築堤工 106,800m3 

掘削工 307,000m3 

道路橋      17 橋 

 

 

 

計画 120m3/s(1/15 規模)へ

の改修 

延長 10,177ｍ 

 築堤工   109,500m3 

 掘削工    304,900m3 

 護岸工     2,800m2 

 道路橋      16 橋 

 

 

計画 120m3/s(1/15 規模)へ

の改修 

延長 10,177ｍ 

 築堤工   109,500m3 

 掘削工    304,900m3 

 護岸工     2,800m2 

 道路橋      16 橋 

 

 

計画 120m3/s(1/15 規模)へ

の改修 

費用対効果 

（B/C） 

B/C=－ 

(=－/－) 

B/C= 1.38 

（= 7,021/5,095） 

B/C=9.0 

（=66,232/7,331） 
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将来計画 

・ 治水安全度 1/50 規模（270m3/s）の全川改修 

全体計画（事業目的） 

・ 治水安全度 1/15 規模（120m3/s）の全川改修 

中期目標（将来 10～15 年後） 

・ 治水安全度 1/15 規模（120m3/s）の全川改修 

短期目標（およそ 5年後） 

・ 治水安全度 1/15 規模（120m3/s）で、乙大日川工区では、境川合流点までの間 L=1,250m の河道拡

幅を実施。烏川工区では、橋梁工、河道拡幅を実施し、工区完了を図る。 

 

 

 

 

 

胎 内 市
たい ない

村上市
むらかみ

一連区間　Ｌ=1,100ｍ

平成 9年 6 月洪水時の浸水状況

（烏川 村上市金屋地内） 

平成 9年 6 月洪水時の浸水状況 

（乙大日川 村上市海老江地内）

全体計画 L=10,177m (1/15規模)
将来計画 L=10,177m (1/50規模)

短期目標 L=500m (1/15) 

短期目標 L=1,250m (1/15) 

中期目標 L=2,850m (1/15) 



                                           

平成21年度公共事業再評価項目表  
 

事 業 主 体  新潟県 事 業 名  港湾改修事業 

事 業 箇 所  上越市大字黒井地内 港湾・地区名  直江津港 東ふ頭地区 

 
１ 事業の概要 

① 事業の目的・効果・必要性等 

直江津港は、上越地域及び長野県を背後圏域とした流通拠点となっている他、佐渡への玄関口とし

て重要な役割を果たしている。また、韓国や中国と外貿コンテナ航路が就航しており、日本海側の外

国貿易の一躍を担っている。 

近年、リサイクル関連貨物の取扱量が増加しているほか、更なる物流の拠点化や安定運航のためコ

ンテナ船の大型化への対応等、物流機能の充実・強化が求められている。加えて、新潟県南西部（上

越地方）は大規模地震の切迫性が高い地域となっており、平成 16 年 10 月に発生した新潟県中越大震

災により、地震災害に強い港湾機能の整備が求められ、その後、発生した新潟県中越沖地震において、

災害時の防災拠点として、港湾が果たす役割の重要性が改めて認識され、地域防災拠点として耐震強

化岸壁の必要性が増している。 

以上のことから、既存の東ふ頭 4 号岸壁を効率的な物流機能の確保と船社・荷主等から要望されて

いる船舶の大型化による冬期間の定時性、安定性確保のため、岸壁の増深(-7.5m→-10m)とともに耐震

化を図るものである。 

また、本事業の効果により寄港船舶の増加が見込まれ、中央ふ頭等を利用する大型船舶との輻輳が

増加するため、泊地及び航路を整備し、船舶の安全で円滑な運航を図るものである。 

② 事業内容 
 岸壁（-10m・改良・耐震） L=170m 

 泊地（-10m）       A=78,000㎡ 

 泊地（-10m）防波堤撤去  L=250m 

       航路     A=133,000㎡ 

  

  

  

③ 残事業内容 
 泊地（-10m）防波堤撤去  L=250m 

       航路     A=133,000㎡ 

  

  

  

  
  

④ 総事業費 
 38.6億円[26.0億円] 

⑦ 進捗率（事業費ベース） 
 78.5%（＝30.3億円/38.6億円） 

⑤ 執行済事業費 
 30.3億円 

⑧ 現在の費用対効果(B/C)〔基準年 H21年〕 
 B/C＝2.5（＝101.2億円/40.4億円） 

⑥ H21年度以降残事業費 
 8.3億円 

⑨ 従前の費用対効果(B/C)〔基準年 H16年〕 
B/C＝3.0（＝81.3億円/26.8億円）当初・計画変更

⑩ 便益の内訳 

  耐震強化岸壁の整備効果       5.6億円 

                 [ 5.4億円]

 岸壁増深の整備効果        95.6億円 

                 [ 75.9億円]

   

  

  

  

  

  

⑪ 費用の内訳 

 建設費用                40.2億円 

                 [ 26.8億円]

 維持管理費用                 0.2億円 

                      [  0.0億円]

   

  

  

  

  

  

※ ④、⑩、⑪の[   ]内は「当初」又は「直近の計画変更」の際の数値 

※ 総事業費：事業に必要な調査設計費、用地買収費、工事費、事務的経費等の総額 

※ 総 費 用：総事業費に維持管理費(下水道事業は更新費用も含む)を加え、その金額を現在価値化したもの 
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２ 評価の視点 

⑫ 事業の進捗が遅れている理由（遅れを取り戻す工夫や取組状況も併せて記載のこと） 

事業採択時は H17～H19 年度の 3ヵ年で完成する予定としていたが、以下の理由により遅延が生じた。

・岸壁工事は、既設岸壁を供用しながらのため、施工効率が非常に悪いこと。地盤改良工において汚

泥処理施設を借地する土地所有者との調整に時間を要したこと。 

・事業着手後、岸壁と泊地及び航路を一体的に整備することで、より大きな効果を発揮することがで

きることや、海上保安部から船舶航行の安全性の観点から、必要な航路幅・水深・回頭泊地の整備

を求められたことにより、泊地及び航路の拡張整備を追加し完了までに時間を要すること。 

このため、事業完了年度が平成 26 年度までかかる見込みであるが、引き続き計画どおりに事業を進

め、早期に整備効果が発現されるように努めたい。 
⑬ 事業を継続することにより発揮される効果 

岸壁の増深工事は、終了し供用を開始しているが、12,000DWT 級の船舶が接岸する場合、現在の泊地

では回頭域が狭く、航路上での回頭となり他の入出港船舶への妨げとなる。また、今後大型船舶の寄

港増加が見込まれるため、船舶の安全で円滑な運航に支障をきたしてしまう。 

事業を継続することにより、所定の航路幅・水深・回頭泊地が確保され、船舶が安全で円滑な運航

を図ることができ、加えて岸壁（-10m）の整備効果をより発現することができる。 

⑭ 便益として貨幣換算していないが、事業により見込まれる効果 

・荷役の効率化など背後の荷主等事業者の物流機能の高度化、効率化が促進され、地域産業の競争力

の向上を図ることができる。 

・事業実施により、所定の航路幅、水深、回頭泊地が確保されるため、貨物輸送や旅客航路の安全性

の向上が図られる。 

・輸送経路が短縮されることにより、NOx の排出量が削減される。 

⑮ 社会経済情勢の変化 

これまで外貿コンテナ航路は、韓国航路が週２便、韓国・中国航路が週１便であったが、韓国航路

の１便が中国まで延伸され利便性が向上している。背後圏の物流拠点及び国際貿易港として利便性が

向上しており、事業の必要性・重要性について変わりはない。 

⑯ B/Cの変化の要因（需要予測等の変化、全体事業費の変化要因について記載） 

 事業採択時；荒浜ふ頭地区にコンテナターミナル移設のための用地造成を実施していたため、コンテ

ナ貨物に関する便益を供用までの２年間分計上し、移設後は、リサイクル貨物等を中心

とした貨物の取扱として便益を48年間分計上。 

 今回評価時；荒浜ふ頭地区に造成した用地をエネルギー関連用地として利用転換することから、当該

地区は、コンテナターミナルとし、コンテナ貨物に関する便益を50年間分計上。 

また、タグボートを利用することで物流コストが増加するため、自力回頭が可能となるよう防波堤の

撤去を図り、あわせて航行船舶の安全性の確保のために航路浚渫を追加したことで全体事業費が増加

している。 

⑰ コスト縮減、代替案の可能性 

既存施設の有効利用と大規模地震時の緊急物資輸送の拠点となる目的で計画されたものであり、コ

スト面や環境面の観点からも有効な計画であり代替案は無い。 

工事においては、浚渫土を他事業に有効利用して、コスト縮減を図ってきた。今後も、引き続きコ

スト縮減に努める。 

⑱ 関係機関等の意向、関連事業と調整状況 等 

・港湾利用者は本事業に理解を示しており、事業に協力的である。 

・海上保安部から、本事業の効果により、大型船舶の寄港増加が見込まれ、泊地及び航路の未着手部

分を、所定の航路幅・水深に整備し、船舶の航行の安全性を確保するように求められている。 
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区 分 当初(H16) 計画変更(H21)  

工 期 H17～H19 H17～H26  

総 事 業 費 26.0億円 38.6億円  

事 業 内 容 

岸壁（-10m） L=170m 

泊地（-10m） A=78,000㎡ 

  

 

  

  

 

岸壁（-10m） L=170m 

泊地（-10m） A=78,000㎡ 

泊地（-10m） 

防波堤撤去  L=250m 

航路 A=133,000㎡ 

 

 

 

費用対効果 

(B/C) 

B/C＝3.0 

（＝81.3億円/26.8億円） 

B/C＝2.5 

（＝101.2億円/40.4億円）
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３ 今後の実施方針（案）   ※今後の見通しを併せて記載のこと  

これまで外貿コンテナ航路は、韓国航路が週２便、中国・釜山航路が週１便であったが、韓国航路の

１便が中国まで延伸され利便性が向上している。また、岸壁（-10m）平成 21 年 6 月に供用したことで、

荷主から問い合わせなどがあり貨物量及び寄港船舶の増加が見込まれる。 

しかし、泊地・航路については、回頭域が狭く船舶が安全に回頭できず、利用船舶の増加に伴い中央

ふ頭等を利用する大型船舶との輻輳が増加し、船舶の円滑な運航に支障をきたしてしまう恐れがある。

このため、泊地及び航路を整備することにより、所定の航路幅・水深・回頭泊地が確保され、船舶が

安全で円滑な運航を図ることができることから来年度以降も事業を継続することとしたい。 

４ 経緯 
 



                                                         
  

凡 例

完 成 部 分

暫 定 完 成 部 分

未 完 成 部 分

※　着色は平成20年度までの事業費による

港口地区

火
力
発
電
所
用
地

佐渡汽船ターミナル

東ふ頭地区

西ふ頭地区

中央ふ頭地区

南ふ頭地区

L
N
G
受
入
用
地

荒浜ふ頭地区

新潟県港湾位置図

直江津港

新潟

直江津

岩船

寺泊

柏崎

姫川

両津

小木

赤泊

二見

進捗率（事業費ベース）：78.5％

 泊地（-10.0m）

 Ａ＝78,000㎡

 泊地（-10.0m）防波堤撤去【変更】

 A＝133,000㎡

Ｌ＝250m　

泊地（-10.0m）（防波堤撤去）【変更】

【H20～実施中】

 岸壁（-10.0m）（改良）（耐震）

 Ｌ＝170m
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平成２１年度 再評価実施後５年経過した事業箇所の再評価項目表  
 

事業主体  新潟県 事 業 名 港湾環境整備事業 
事業箇所  新潟市中央区柳島町 工 区 名  信濃川左岸地区 

 
１ 事業の概要  
① 事業の目的・効果・必要性等 

新潟港（西港区）信濃川左岸地区は、新潟市のシンボルである信濃川の萬代橋下流に位置し、その背

後地には、開港 5港の中で唯一当時の姿を残す旧新潟税関、荷揚げ場、石庫（保税倉庫）などの港湾に

関連する歴史的史跡があり、さらに昭和初期の建築で歴史的に価値が高い旧第四銀行住吉町支店が移築

され、平成 16 年には、新潟歴史博物館「みなとぴあ」が開館するなど、古くから『みなとまち新潟』を

代表する場所となっている。 

しかし、物揚場などの港湾施設直背後に都市施設が近接し、港湾諸活動と市街地の緩衝空間がなく、

また、住民が気軽に水辺と親しむ空間や主要な施設を結ぶ導線もないため、環境の改善が求められてい

る。 

そこで、本事業により遊歩道や芝生広場などの緑地帯を整備し、歴史的価値のある港湾関連施設を核

とした環境の保全や親水機能を確保することで、港湾周辺地域環境の改善を図るものである。 

 
②事業内容  
港湾緑地整備 L=1,335m A=2.1ha 

緑   地 A=2.1ha 

遊 歩 道  L=1,335m 

護   岸  L=438m 

 

③残事業内容  
港湾緑地整備 L=153m A=0.3ha 

緑   地 A=0.3ha 

遊 歩 道  L=162m 

  

④総事業費  
   30億円[28億円] 

⑦進捗率（事業費ベース）  
 93.3%（＝28/30） 

⑤執行済事業費  
   28億円[23億円] 

⑧現在の費用対効果(B/C)〔基準年 H21年〕  
  B/C=13.5(675.9/50.0)  

⑥Ｈ21年度以降残事業費  
     2億円[5億円] 

⑨前回費用対効果(B/C)〔基準年 H16年〕  
  B/C= 5.0(166.6/33.6)  

⑩便益の内訳 

都市環境の改善効果    673.6億円 

［164.5億円］ 

  

緑地用地の残存価値     2.2億円 

［  2.1億円］ 

 

⑪費用の内訳 

建設費用            44.2億円 

［33.6億円］ 

 

維持管理費用          5.8億円 

［ 1.0億円］ 

   

 ※ ④～⑥、⑩、⑪の[    ]内は前回再評価時の数値 

 ※ 総事業費：事業に必要な調査設計費、用地買収費、工事費、事務的経費等の総額 

 ※ 総 費 用：総事業費に維持管理費(下水道事業は更新費用も含む)を加え、その金額を現在価値化したもの 
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２ 評価の視点  
⑫事業の進捗が遅れている理由（前回評価時からの変化、遅れを取り戻す工夫や取組状況も併せて記載）

平成19年度の完成を目標に整備を進めてきたが、現地調査したところ、護岸施工計画位置の地中に

新潟地震時の被災護岸が残存し支障となることが判明した。このため、修正設計に伴う現地調査に時

間が係ったことや、対策工事の増加による作業量、費用が増加したため事業に遅れが生じた。 
また、近隣の建物に対して護岸工施工時の振動や騒音に配慮が必要であり、慎重に施工を進めなけ

ればならず施工ペースを上げられなかった。護岸工は、平成19年に完了したことから今後の緑地整備

については、集中投資を行い早期の完成を目指している。 

⑬事業を継続することにより発揮される効果（前回評価時からの変化についても記載） 

本事業は、平成20年度までに萬代橋下流側から新潟歴史博物館「みなとぴあ」手前まで

を部分供用しており、周辺住民の散策路として日常に利用されることに加え、新潟花火や

イベント「みなと水遊記」の会場として多くの方々に利用されている。 

  事業を継続することにより、多くの入場者で賑わう「みなとぴあ」の周辺にも、良好な環境が創出

され「萬代橋」や「朱鷺メッセ」等の主要な施設への導線が繋がることにより、環境の改善と共に更

なる賑わいが期待できる。  
⑭便益として貨幣換算していないが、事業により見込まれる効果 

・良好な水辺空間を散策しながら『みなとまち新潟』を代表する施設に移動できる導線が

確保されることから、日常生活の憩いの場となることに加え、観光の拠点として魅力あ

る空間が形成される。 

・オープンスペースの整備により、各種イベントに対応することが可能となる。 

⑮社会経済情勢の変化（前回評価時からの変化についても記載） 

  平成17年の新潟市と周辺市町村との合併に伴う、行政界の拡大と世帯数が増加した。 

⑯Ｂ/Ｃの変化の要因（前回評価時から需要予測等の変化、全体事業費の変化要因について記載） 

 ・都市環境改善便益の算定の基となる住民の支払意志額について、今年、アンケート調査を行ったと

ころ、前回の調査結果の251円／月・世帯に対して、659円／月世帯と高い金額となった。 

  これは、既に供用した約1,200ｍの区間が、多くの住民の方々に利用されている結果と考えられる。

 ・支障物（新潟地震被災前の既設）の残存による設計変更に伴う建設費用が増加した。 

⑰コスト縮減、代替案の可能性（前回評価時からの変化についても記載） 

  他事業で発生した残土を盛土材として転用するなど、資源の有効利用とコスト縮減に

努めている。 

 

⑱関係機関等の意向、関連事業と調整状況等（前回評価時からの変化についても記載） 

  既に「みなとぴあ」は平成16年に開館しており、本事業におる周辺環境と調和した良

好な水辺環境の早期の創出が期待されている。 

３ 今後の実施方針（案）   ※今後の見通しを併せて記載のこと  

 Ｂ／Ｃが１３．５と前回評価時によりも高い値（H16評価時5.0）を示しており、整備効果が期待でき

ることから、平成22年度の完成に向け事業を継続することとしたい。 
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４ 経緯                                       

 区   分  当初(H1) 再評価（H12） 前回再評価(H16)   
 工   期  H1～H15 H1～H15 H1～H19  
 総事業費  2,300百万円  2,300百万円  2,800百万円   
 事業内容  延長  L= 1,100m 

緑地  A=18,050㎡
護岸  L=   195m
遊歩道 L= 1,085ｍ

延長  L= 1,100m
緑地  A=18,050㎡
護岸  L=   195m
遊歩道 L= 1,085ｍ

延長  L= 1,335m 
緑地  A=21,000㎡ 
護岸  L=   438m 
遊歩道 L= 1,335ｍ 

 

 費用対効果  
 (B/C) 

   B/C=2.0 
（=30億円/15億円）

B/C=5.0 
（=167億円/34億円） 
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位置図

 

萬代橋

新潟駅

新潟市歴史博物館
みなとぴあ

朱鷺メッセ
新潟ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝｾﾝﾀｰ

佐渡汽船ﾀｰﾐﾅﾙ

信濃川

日　本　海

新潟港 信濃川左岸地区
港湾緑地整備事業

 

 

 

 

 

 

 

詳細図

信濃川
整備済み区間

事業区間 L=1300m　2.1ha

残事業区域萬
代
橋

柳
都
大
橋

朱鷺メッセ

新潟歴史博物館

凡例

青　枠：事業区間

橙着色：整備済み区間

赤着色：残事業区間

みなとぴあ

旧第四銀行
住吉町支店信

　濃
　川

信
　
濃
　
川

萬代橋より下流を望む
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平成21年度 再評価実施後社会経済情勢の急激な変化、 

技術革新等が生じた事業箇所の再評価項目表  
 
事業主体   新潟県 事業名 防砂堤整備事業 
事業箇所   長岡市寺泊地内 港湾・地区名 寺泊港 

 
１ 事業の概要  
① 事業の目的・効果・必要性等 

  寺泊港では、大河津分水路から恒常的に流出される土砂により海浜が形成される一方、寺泊港内に

も流入している。 
  このため、港内への砂の流入を抑えるための対策として防砂堤を整備してきた。しかし、その後も

土砂の流入が止まらず、航路・泊地の水深が確保できなくなり船舶の航行に支障を来す恐れが出てき

たことから、平成11年度より第２防砂堤の整備に着手している。 

本事業は、第２防砂堤を整備し、港内への漂砂の流入を抑制することで、航路・泊地の規定水

深を確保し、港湾施設の機能維持を図り、船舶の安全運航による貨物や旅客の安定的な輸

送を行うものです。 

 

②事業内容  
防砂堤 L=205m 

 

③残事業内容  
防砂堤 L=95m 

 

④総事業費  
   12.5億円[9.27億円] 

⑦進捗率（事業費ベース）  
 71.2＝8.9億円/12.5億円 

⑤執行済事業費  
     8.9億円 

⑧現在の費用対効果(B/C)〔基準年 Ｈ21年〕  
  B/C=3.5(125.4億円/36.1億円) 

⑥Ｈ21年度以降残事業費  
     3.6億円  

⑨前回費用対効果(B/C)〔基準年 Ｈ20年〕  
  B/C=2.9(35.0億円/12.0億円) 

⑩便益の内訳 

   

貨物輸送便益 33.4億円 [11.5億円] 

 旅客移動便益 91.5億円 [23.5億円] 

 CO2排出量削減便益 0.5億円 [0億円] 

⑪費用の内訳 

 
建設費用 14.7億円 [11.0億円] 

維持浚渫費用 20.3億円 [0億円]   

維持管理費用 1.1億円 [1.0億円]        

 ※ ④～⑥、⑩、⑪の[    ]内は前回再評価時の数値 

 ※ 総事業費：事業に必要な調査設計費、用地買収費、工事費、事務的経費等の総額 

 ※ 総 費 用：総事業費に維持管理費(下水道事業は更新費用も含む)を加え、その金額を現在価値化したもの 
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２ 評価の視点  
⑫事業の進捗が遅れている理由（前回評価時からの変化、遅れを取り戻す工夫や取組状況も併せて記載）

当初は、防砂堤150mを平成11年度から21年度までの11ヶ年で整備する計画であったが、浮遊砂の影

響によりこれまでの防砂堤規模では、想定していた効果が得られないため、延長を205mへ55m延伸した

もの。このため、完了年度が平成25年度に伸びたものであり、今後も引き続き事業を進めていきたい。

⑬事業を継続することにより発揮される効果（前回評価時からの変化についても記載） 

・事業を継続することにより、港内への土砂流入量を更に抑制し、航路・泊地の規定水

深を確保するための維持浚渫費用が約38億円縮減される。 

     ○事業を継続することにより発揮される効果（港口部）：H20 漂砂ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ結果より 

 L=110ｍ（計画延長 150m） L=２０５ｍ 
土砂堆積厚さ(１年当り) ２３㎝ １２㎝ 
維持浚渫コスト発生時期 平成 19 年より発生 平成 19 年より発生 

維持浚渫費用 1.40(億/年)×54年=75.6 億

(26,910m3/年) 

0.7(億/年)×54 年=37.8 億

(14,040m3/年) 
全体事業費 ９．２７億円 １２．５億円 

 

⑭便益として貨幣換算していないが、事業により見込まれる効果 

・航路水深確保による貨物船、旅客船の安定運航が確保される。 

・船舶輸送により、陸上輸送分が短縮されNOxの排出量が軽減される。 

 

⑮社会経済情勢の変化（前回評価時からの変化についても記載） 

 

当初計画延長150mのうち110mが完成した時点で港内の水深状況を確認したが、港口付近が漂砂によ

る土砂堆積が依然として多く、整備前に比べ堆積量が縮減されていない状況であった。そこで、昨年

度、再度防砂堤周辺の土砂堆積状況を推測するため、影響が多い浮遊砂(設計時は技術的に検討不可)

を考慮できる最新のｼﾐｭﾚｰｼｮﾝを実施した。その結果、港口付近では依然顕著な堆積傾向を示し、予測

埋没量がこれまでより多くなることが判明した。 

このため、もっとも効果がある対策を検討したところ、防砂堤を55m延伸させることで港内への土砂

流入量を抑えることができる結果となった。 

 

○第２防砂堤 漂砂シミュレーションの比較（H11 年と H20 年）  

 防砂堤計画延長 
L=150m 

防砂堤計画延長 
L=150m 

防砂堤計画延長

L=205m 
検討年度 H11 H20 H20 

ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ新旧 旧 最新 最新 
浮遊砂の影響考慮 × ○ ○ 

防砂堤計画延長完成時の 
港口部の堆積厚さ(1 年当り) 3.7cm 20cm 12cm 

堆積土砂量(1 年当り) 4,300 ㎥ 23,400 ㎥ 14,040 ㎥ 
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⑯Ｂ/Ｃの変化の要因（前回評価時から需要予測等の変化、全体事業費の変化要因について記載） 

 

○前回と今回評価時におけるB/C算出結果一覧表 

          

 
前回評価時(B/C) 今回評価時(B/C) 

輸送・移動便益 2.9 3.5 

 

最新の漂砂ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝにより再度防砂堤がL=150m完成した場合の港口付近の土砂堆積状況を確認し

た結果、１年当りの予測埋没量が前回評価時の4,300㎥から今回評価では23,400㎥になり、かなり多

くなることが判明した。また、１年当りの埋没速度も前回評価時の3.7cmから今回評価では20cmにな

ることが判明し、この結果、便益発生年度が前回評価時は防砂堤整備完了後のH48年であったものが、

今回評価では防砂堤整備期間中のH21年からとなり、便益期間が伸長し総便益が増えたことからB/C

が上がっている。 

また、防砂堤を整備することにより約72億円(表-1参照)のｺｽﾄを縮減することが可能であり、維持

浚渫費縮減便益単独で費用対効果を算出した場合B/C=2.6となっている。 

 

表-1 防砂堤整備時及び未整備時のｺｽﾄ比較表 

 

また、延長を55m延伸(150m→205m)したことにより事業費が約3.2億円増額となる。 

 費用(浚渫費＋防砂堤建設費) 浚渫土量 

①防砂堤未整備時 １２９．３４億円(129.34 億+0 億) ２４６．７万㎥ 

②防砂堤整備時(L=205m) ５７．３１億円(44.81 億+12.5 億) ８５．４万㎥ 

縮減量(①－②)    ７２．０３億円   １６１．３万㎥ 

⑰コスト縮減、代替案の可能性（前回評価時からの変化についても記載） 

 ・維持浚渫土砂を防砂堤本体のケーソンの中詰材に利用しコスト縮減を図っている。 

⑱関係機関等の意向、関連事業と調整状況等（前回評価時からの変化についても記載） 

・長岡市から港内の水深維持について要望がある。港湾利用者は本事業に協力的である。
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３ 今後の実施方針（案）   ※今後の見通しを併せて記載のこと  

・これまで、防砂堤110mが整備され、港内部まで流入する漂砂の防止効果は年々上がってきている。

・地元の協力も得られていることから、来年度以降も防砂堤整備事業を継続し、平成25年度の事業完

了を目指し、貨物量及び旅客数の維持を図りたい。 

  

４ 経緯                                       
 区   分  当初(H11) 再評価(H20)     
 工   期  H11～H21 H11～H21   
 総事業費  9.27億円  9.27億円    
 事業内容   防砂堤整備 

     L=150m 
防砂堤整備 

L=150m 

  

 費用対効果  
 (B/C) 

   B/C=2.9 
（=35億円/12億円）
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第２防砂堤

当初計画延長：L=150m

変更計画延長：L=205m

寺 泊 港

中央海水浴場

佐渡汽船ターミナル

新潟県港湾位置図

新潟

直江津

岩船

寺泊

柏崎

姫川

両津

小木

赤泊

二見

第１防波堤

沖防波堤

完成延長L=110m

みなと公園
西埠頭
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